
- 1 -

（様式１）

国立大学法人愛媛大学事業報告書

「国立大学法人愛媛大学の概要」

１．目標

， ，愛媛大学は 学術の継承と知の創造によって人類の未来に貢献することを使命とし

基本目標を定める。

１ 愛媛大学は，多様な個性と資質を有する学生に，人文科学，社会科学，自然科

学を広く視野に入れた教育と論理的思考能力，自己表現能力を高める教育を実施

し，自ら考え実践する能力と次代を担う誇りを持つ人材を育てる。大学院におい

ては，専門分野の深い学識と総合的判断力を身に付けた指導的人材を育成する。

２ 愛媛大学は，基礎科学の推進と応用科学の展開を図り，新しい知の創造と科学

。 ， ，技術の発展に向けた学術研究を実践する とりわけ 地域にある総合大学として

持てる知的・人的資源を生かし 「自律的な地域社会・地域文化の創生 「環境， 」，

に配慮し，生きる質を大切にする社会の構築」を目指す研究を推進する。

３ 愛媛大学は，高度な学術研究と次代を担う人材の育成を通し，これからの社会

の文化，福祉，産業の一層の発展に貢献するとともに，地域にある学術拠点とし

て，地域から学びつつ，その成果を地域に還元する。さらに，世界に開かれた大

学として，海外との学術的・文化的交流を推進し，学術成果を広く世界に発信す

る。

２．業務

本学は，平成 年３月に「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」を制定し，優17

れた教育と高度の学術研究を推進するとともに地域をはじめ社会に貢献することを基

本使命とし，特に「自ら学び，考え，実践する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊

かな人材を社会に輩出すること，とりわけ地域に立脚する大学として，地域に役立つ

， 」 。人材 地域の発展を牽引する人材の養成がこれからの主要な責務 であると宣言した

国立大学法人化を飛躍のチャンスととらえ，積極的に大学改革に取り組んでいる。

本学の特徴としては，次の点が挙げられる。

① 学生中心の大学作り

本学は愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章の中で「学生中心の大学作り」を

謳っている。本学は学生の自主的な活動を支援しており，その中核となる全学組織

として教育や学生支援に関する業務を統括し，それらの有機的連携を図るために４セ

ンターで構成する教育・学生支援機構を設置している。そのうち，学生支援センター

では修学支援，学生相談などの学生支援活動を一元的に推進している。また，学生の

視点に立ったボランティア活動を通して「教えあい，学びあい，助けあう力」を高め
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ることを目的としたスチューデント・キャンパス・ボランティア(ＳＣＶ)の活動は，

平成 年度「特色ある大学教育支援プログラム」に採択された。16

② 地域にあって輝く大学

本学は愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章の中で「地域にあって輝く大学」を

謳っている。平成 年４月に愛媛県との連携を強化し地域のより一層の飛躍・発展に17

資するため，本学は愛媛県と協定を締結した。また，平成 年２月には地域の産業・18

環境などの分野で相互に協力し活力ある地域の発展と人材の育成を目的として，愛媛

県下３市（今治市，四国中央市，宇和島市）との協定を締結し，各々の市にサテライ

トオフィスを置いて地域の要望を適切に把握するよう努めている。

③ 先端的な研究センターの設置

本学は「沿岸環境科学研究センター 「地球深部ダイナミクス研究センター 「無」， 」，

細胞生命科学工学研究センター」の先端的な３研究センターを設置し，国際的な研究

拠点形成を目指している。沿岸環境科学研究センターを中心とした沿岸環境科学研究

拠点は平成 年度に 世紀ＣＯＥプログラムに採択されている。14 21

３．事務所等の所在地

本部地区 愛媛県松山市道後樋又１０番１３号

本 部

総合健康センター

埋蔵文化財調査室

城北地区 愛媛県松山市文京町３番

法文学部

教育学部

工学部

図書館

教育・学生支援機構

国際交流センター

総合情報メディアセンター

実験実習教育センター

無細胞生命科学工学研究センター

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

知的財産本部

産業科学技術支援センター

地域創成研究センター

防災情報研究センター

理学部地区 愛媛県松山市文京町２番５号
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理学部

総合科学研究支援センター

沿岸環境科学研究センター

地球深部ダイナミクス研究センター

重信地区 愛媛県東温市志津川

医学部

附属病院

樽味地区 愛媛県松山市樽味３丁目５番７号

農学部

大学院連合農学研究科

附属農業高等学校

持田地区 愛媛県松山市持田町１丁目５番２２号

附属教育実践総合センター

附属小学校

附属中学校

附属養護学校

附属幼稚園

４．資本金の状況

３６，１７５，８００，２４３円（全額 政府出資）

５．役員の状況

役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事５人，監事２人。任期

は国立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人愛媛大学組織規則第４条の定めるとこ

（平成１８年５月１日現在）ろによる。

役職 氏 名 就任年月日 主な経歴

学長 小 松 正 幸 平成１８年３月１日 平成１８年２月

～平成２１年３月３１日 学 長

理事 柳 澤 康 信 平成１８年３月１日 平成１８年２月

～平成２１年３月３１日 理 事
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理事 遠 藤 彌重太 平成１８年３月１日 平成１８年２月

無細胞生命科学工学研究センター長～平成２１年３月３１日

理事 能 勢 眞 人 平成１８年３月１日 平成１８年２月

総合科学研究支援センター長～平成２１年３月３１日

理事 大 橋 裕 一 平成１８年３月１日 平成１８年２月

～平成２１年３月３１日 医学部附属病院長

理事 樋 口 富 壯 平成１８年３月１日 平成１８年２月

～平成２１年３月３１日 経営政策室参与

監事 近 藤 浩 二 平成１８年４月１日 平成１８年３月

～平成２０年３月３１日 監 事

監事 眞 鍋 清 平成１８年４月１日 平成１８年３月

～平成２０年３月３１日 眞鍋公認会計士事務所長

６．職員の状況

教員 １，７１９人（うち常勤９５５人，非常勤７６４人）
職員 １，２７６人（うち常勤９２４人，非常勤３５２人）

７．学部等の構成

（学 部）

法文学部

教育学部

理学部

医学部

工学部

農学部

（研究科）

法文学研究科

教育学研究科

理工学研究科

医学系研究科



- 5 -

農学研究科

連合農学研究科

（各センター）

共通教育センター

英語教育センター

学生支援センター

国際交流センター

総合健康センター

総合情報メディアセンター

沿岸環境科学研究センター

地球深部ダイナミクス研究センター

無細胞生命科学工学研究センター

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

総合科学研究支援センター

産業科学技術支援センター

地域創成研究センター

防災情報研究センター

実験実習教育センター

８．学生の状況

総学生数 ９，８４３人

学部学生 ８，５２０人

修士課程 ８９２人

博士課程 ４３１人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣
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１１．沿革

昭和24年5月31日 国立学校設置法(法律第150号)が公布され，愛媛大学（文理

学部，教育学部，工学部）は，新制国立大学68校とともに設

置された。

昭和29年4月 1日 愛媛県立松山農科大学の国立移管(学年進行による年次移管)に

伴い，本日付をもって本学に農学部が設置された。

昭和43年4月 1日 文理学部改組に伴い法文学部，理学部，教養部が設置された。

昭和48年9月29日 国立学校設置法の一部を改正する法律(法律第103号)により，

医学部が設置された。なお，医学部の暫定施設として，旧愛媛県

衛生研究所(松山市堀之内10番地)及び松山赤十字病院12病棟

(松山市文京町1)が当てられた。

昭和51年10月2日 医学部附属病院開院式を挙行した。

平成 8年 3月31日 教養部が廃止された。

平成16年 4月 1日 国立大学法人法(第112号)により，国立大学法人愛媛大学が設

立された。

国立大学法人愛媛大学により愛媛大学が設置された。

平成17年 3月 9日 愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章が制定された。

平成17年 4月 1日 愛媛大学スーパーサイエンス特別コースが設置された。

１２．経営協議会・教育研究評議会

（平成１８年５月○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

１日現在）

氏 名 現 職

小 松 正 幸 学 長

大 橋 裕 一 理事（財務・病院）

森 孝 明 法文学部長

曲 田 清 維 教育学部長

野 倉 嗣 紀 理学部長

橋 本 公 二 医学系研究科長

高 松 雄 三 理工学研究科長

泉 英 二 農学部長

横 山 雅 好 医学部附属病院長

天 野 祐 吉 松山市立子規記念博物館館長

浮 川 初 子 株式会社ジャストシステム代表取締役専務

臼 井 満 弁護士，前愛媛弁護士会会長

白 石 省 三 三浦工業株式会社代表取締役会長
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瀬戸山 元 一 前高知医療センター病院長

豊 田 達 雄 済美高等学校教頭

牧 野 隆 史 株式会社愛媛新聞社代表取締役会長

森 本 惇 伊予鉄道株式会社代表取締役相談役

矢 野 紘 南海放送株式会社常勤監査役

（平成１８年５月○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

日現在）１

氏 名 現 職

小 松 正 幸 学 長

柳 澤 康 信 理事（教育）

遠 藤 彌重太 理事（学術・国際交流）

能 勢 眞 人 理事（企画・計画）

大 橋 裕 一 理事（財務・病院）

門 山 勇 副学長（総務・施設）

湯 浅 良 雄 副学長（労務・評価・人権）

林 和 男 副学長（広報・環境・情報）

高 瀬 恵 次 学長特別補佐(教育・学生支援)

矢田部 龍 一 学長特別補佐（学術・国際交流）

岡 村 茂 学長特別補佐（企画）

森 孝 明 法文学部長

曲 田 清 維 教育学部長

野 倉 嗣 紀 理学部長

橋 本 公 二 医学系研究科長

高 松 雄 三 理工学研究科長

泉 英 二 農学部長

大 林 延 夫 連合農学研究科長

伊 藤 昌 春 附属図書館長

横 山 雅 好 医学部附属病院長

小 淵 港 法文学部 教授

西 村 隆誉志 法文学部 教授

弓 削 俊 洋 法文学部 教授

壽 卓 三 教育学部 教授

大 西 丘 倫 医学系研究科 教授

村 上 研 二 理工学研究科 教授

柏 太 郎 理工学研究科 教授

仁 科 弘 重 農学部 教授
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荒 木 孝 雄 産業科学技術支援センター長

武 岡 英 隆 沿岸環境科学研究センター長

宇 野 英 満 総合科学研究支援センター 副センター長

牛山 眞貴子 教育学部 教授

バージン・ルース 国際交流センター 助教授

「事業の実施状況」

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

Ⅲ．財務内容の改善

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項

別添「平成１８事業年度に係る業務実績報告書」のとおり。
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Ⅵ．予算（人件費見積含む ，収支計画及び資金計画。）

１．予算
（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

収入

運営費交付金 １４，４６０ １４，４６０ －

施設整備費補助金 １，９４７ １，９４４ △３

船舶建造費補助金 － － －

施設整備資金貸付金償還時補助金 － － －

補助金等収入 － ８５ ８５

国立大学財務・経営センター施設費交 ６７ ６７ －

付金

自己収入 １６，１８４ １７，１８１ ９９８

授業料，入学金及び検定料収入 ５，４３１ ５，３５５ △７６

附属病院収入 １０，６４１ １１，６８５ １，０４３

財産処分収入 － － －

雑収入 １１１ １４２ ３１

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １，０９９ １，６８１ ５８３

長期借入金収入 － － －

貸付回収金 － － －

承継剰余金 － － －

旧法人承継積立金 － － －

目的積立金取崩 ４９９ ３６９ △１３０

計 ３４，２５５ ３５，７８７ １，５３２

支出

業務費 ２６，６４５ ２５，８７２ △７７２

教育研究経費 １６，５８６ １４，４０２ △２，１８５

診療経費 １０，０５８ １１，４７１ １，４１２

一般管理費 ２，７７０ ２，７３８ △３２

施設整備費 ２，０１４ ２，０１１ △３

船舶建造費 － － －

補助金等 － ８５ ８５

産学連携等研究経費及び寄附金事業費 １，０９９ １，５８４ ４８５

等

貸付金 － － －

長期借入金償還金 １，７２７ １，７４０ １３

国立大学財務・経営センター施設費納 － － －

付金

計 ３４，２５５ ３４，０３１ △２２４

． （ ）２ 人件費 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

人件費（退職手当は除く） １７，８６０ １７，２６５ △５９５



- 10 -

． （ ）３ 収支計画 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

費用の部 ３３，１３６ ３２，５８３ △５５３

経常費用 ３３，１３６ ３２，５７５ △５６０

業務費 ２８，６６３ ２８，００９ △６５４

教育研究経費 ２，４４７ ２，８９３ ４４６

診療経費 ６，１３８ ５，６６９ △４６９

受託研究経費等 ５１２ ６４８ １３６

役員人件費 １３５ １０２ △３４

教員人件費 １１，６１６ １１，１７９ △４３７

職員人件費 ７，８１４ ７，５１９ △２９６

一般管理費 １，８１４ １，２６９ △５４４

財務費用 ４０７ ４４０ ３２

雑損 － ０ ０

減価償却費 ２，２５２ ２，８５６ ６０５

臨時損失 － ７ ７

収益の部 ３２，６９５ ３４，０８４ １，３８９

経常収益 ３２，６９５ ３４，０４６ １，３５１

運営費交付金収益 １３，９７０ １３，７５９ △２１０

授業料収益 ４，６０５ ４，９６９ ３６４

入学金収益 ６７４ ６９６ ２２

検定料収益 １５３ １６４ １１

附属病院収益 １０，６４１ １１，５９２ ９５１

施設費収益 － ３４２ ３４２

補助金等収益 － ７３ ７３

受託研究等収益 ５１２ ６６３ １５１

寄附金収益 ５５６ ７７１ ２１５

財務収益 ４ １８ １４

雑益 ７８０ ２２９ △５５０

資産見返運営費交付金等戻入 １８０ １８２ ３

資産見返補助金等戻入 ０ １ １

資産見返寄附金戻入 １３３ １３６ ３

資産見返物品受贈額戻入 ４８７ ４４９ △３８

臨時利益 － ３８ ３８

純利益 △４４１ １，５０２ １，９４３

目的積立金取崩益 ３５４ ２０３ △１５１

総利益 △８７ １，７０５ １，７９２
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４．資金計画 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

資金支出 ３８，６８８ ７２，４２６ ３３，７３８

業務活動による支出 ３０，４１６ ２８，５００ △１，９１６

投資活動による支出 ２，１１２ ３７，３３０ ３５，２１７

財務活動による支出 １，７２７ ２，３５８ ６３１

翌年度への繰越金 ４，４３３ ４，２３８ △１９５

資金収入 ３８，６８８ ７２，４２６ ３３，７３８

業務活動による収入 ３１，７４２ ３３，３６６ １，６２３

運営費交付金による収入 １４，４６０ １４，４６０ －

授業料・入学金及び検定料による ５，４３１ ５，３５３ △７８

収入

附属病院収入 １０，６４１ １１，６８５ １，０４３

受託研究等収入 ５１２ ７０２ １９１

補助金等収入 － ８２ ８２

寄附金収入 ５８７ ８６７ ２８０

その他の収入 １１１ ２１６ １０５

投資活動による収入 ２，０１８ ３１，８０９ ２９，７９１

施設費による収入 ２，０１４ ２，０１４ －

その他の収入 ４ ２９，７９５ ２９，７９１

財務活動による収入 － － －

前年度よりの繰越金 ４，９２８ ７，２５１ ２，３２４

Ⅶ．短期借入金の限度額

該当なし。

Ⅷ．重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

該当なし。

Ⅸ．剰余金の使途 （単位：百万円）

区分 金額 摘要

目的積立金取崩額 教育研究・組織運営改善 １０１ 費用の発生

積立金

附属病院運営改善積立金 １０２ 費用の発生等

計 ２０３

その他 教育研究・組織運営改善 １３９ 資産の購入

積立金
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附属病院運営改善積立金 ２２ 資産の購入

計 １６１

Ⅹ．その他

１．施設・設備に関する状況

施設・設備の内容 決定額 百万円 財源（ ）

・ 城北）総合研究棟改修（理学系） 総額 施設整備費補助金（

・アスベスト対策事業 （１，９４４）

・持田（附中）校舎耐震改修 ２，０１４ 国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ

・小規模改修 施設費交付金（６７）

その他（３）

２．人事に関する状況

別添「平成１８事業年度に係る業務実績報告書」のとおり。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当期振替額
交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資 産 見 返 資本 期末残高
付金収益 運 営 費 交 剰余金 小計

付金

157 － 157 － － 157 －１６年度

401 － 374 － － 374 27１７年度

－ 14,460 13,228 492 － 13,720 740１８年度

558 14,460 13,759 492 － 14,252 766合計

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１６年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 157①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等

替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：157
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資 産 見 返 運 (役員人件費：3，教員人件費：154）-
営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 -③運営費交付金の振替額の積算根拠

退職手当について，支出した運営費交付金債務157百万円

計 157を収益化。

②平成１７年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 374①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等

替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：374

資 産 見 返 運 (教員人件費：374）-
営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 -③運営費交付金の振替額の積算根拠

退職手当について，支出した運営費交付金債務374百万円

計 374を収益化。

③平成１８年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

成 果 進 行 基 運 営 費 交 付 235①成果進行基準を採用した事業等：教育改革事業，研究推

準 に よ る 振 金収益 進事業，連携融合事業，国費留学生支援事業，卒後臨床研

替額 修必修化に伴う研修事業，学内ＣＯＥ育成支援事業

資 産 見 返 運 125②当該業務に関する損益等

営費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：235

(研究経費：115，教員人件費：70，その他の経費：50)

資本剰余金 ｲ)固定資産の取得額：研究機器108，その他17-

③運営費交付金収益化額の積算根拠

教育改革経費については、平成19年度に終了する事業で

計 360あり、十分な成果を上げたと認められることから、運営費

交付金債務を全額収益化。

研究推進事業のうち 「新興病原微生物対策の新規基盤研，

究」及び「ヒト表皮幹細胞を用いた角膜・鼓膜・表皮の再

生」については平成18年度に 「大型超高硬度ナノダイヤモ，

ンドおよび関連物質の合成と評価」については平成19年度

にそれぞれ終了する事業であり，十分な成果を上げたと認

められることから，運営費交付金債務を全額収益化。

連携融合事業については，平成18年度に終了する事業で

あり，十分な成果を上げたと認められることから，運営費

交付金債務を全額収益化。

卒後臨床研修必修化に伴う研修事業については，予定し

た在籍者数に満たなかったため，当該未達分を除いた額51
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百万円を収益化。

，その他の成果進行基準を採用している事業等については

それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案し，43百万

円を収益化。

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 11,980①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用

準 に よ る 振 金収益 進行基準を採用した業務以外の全ての業務

替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 328 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：11,980

営費交付金 (人件費：11,863，その他の経費117)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：17,668

資本剰余金 ｳ)固定資産の取得額：建物101，構築物29，研究用機器等-

94，その他104

計 12,308③運営費交付金の振替額の積算根拠

学生収容定員が一定数（85％）を満たしていたため，期

間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 1,013①費用進行基準を採用した事業等：退職手当，障害学生特

準 に よ る 振 金収益 別支援事業，その他

替額 ②当該業務に係る損益等

資 産 見 返 運 39 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,013

営費交付金 (教員人件費：216 職員人件費：783 その他の経費：15)， ，

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 - ｳ)固定資産の取得額：研究機器39

③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 1,052 退職手当について，支出した運営費交付金債務999百万円

を収益化。

その他の費用進行基準を採用している事業等について，

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務15百万円を収益

化。

国 立 大 学 法

人 会 計 基 準 該当なし-

第77第３項

に よ る 振 替

額

合計 14,252

（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

１７年度 成果進行基準 卒後臨床研修必修化に伴う研修事業

を採用した業 ・卒後臨床研修必修化に伴う研修経費について，医科研修

務に係る分 26医1年次，2年次とも在籍者が予定数に達しなかったため，

その未達分を債務として繰越したもの。

， ，・当該債務は 翌事業年度において使用の方途がないため

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。
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期間進行基準

を採用した業 -該当なし

務に係る分

費用進行基準 休職者給与，一般施設借料（土地建物借料）

を採用した業 1・休職者給与及び一般施設借料（土地建物借料）の執行残

務に係る分 （1）については，翌事業年度において使用の方途がないた

め，中期計画期間終了時に国庫返納する予定である。

計 27

１８年度 成果進行基準 国費留学生経費

を採用した業 国費留学生経費について、受入人数が予定数に達しなか

務に係る分 31ったため、その未達分（ ）を債務として繰り越したもの。1
卒後臨床研修必修化に伴う研修事業

・卒後臨床研修必修化に伴う研修経費について，医科研修

医1年次，2年次とも在籍者が予定数に達しなかったため，

その未達分（30）を債務として繰越したもの。

， ，・当該債務は 翌事業年度において使用の方途がないため

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

期間進行基準

を採用した業 -該当なし

務に係る分

費用進行基準 特別支援事業

を採用した業 709・特別支援事業の執行残（ ）については、翌事業年度にお0
務に係る分 いて使用の方途がないため、中期計画期間終了後に国庫返

納する予定である。

退職手当

・退職手当の執行残（707）については，翌事業年度以降に

使用する予定。

一般施設借料（土地建物借料）

（ ） （ ） ，・一般施設借料 土地建物借料 の執行残 0 については

翌事業年度において使用の方途がないため，中期計画期間

終了時に国庫返納する予定である。

・認証評価経費の執行残（1）については、翌事業年度以降

に使用する予定。

計 740

合計 766

．関連会社及び関連公益法人等

Ⅸ

１．特定関連会社

特定関連会社名 代表者名

該当なし
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２．関連会社

関連会社名 代表者名

該当なし

３．関連公益法人等

関連公益法人等 代表者名

財団法人愛信会 理事長 豊﨑 敬剛



(様式２）

国立大学法人愛媛大学

差　　　額
（決算－予算）

 収入 　 　 　
運営費交付金 14,460 14,460 -
施設整備費補助金 1,947 1,944 △ 3 （注１）
船舶建造費補助金 - - -
施設整備資金貸付金償還時補助金 - - -
補助金等収入 - 85 85 （注２）
国立大学財務・経営センター施設費交付金 67 67 -
自己収入 16,184 17,181 998 　
授業料、入学料及び検定料収入 5,431 5,355 △ 76 （注３）
附属病院収入 10,641 11,685 1,043 （注４）
財産処分収入 - - -
雑収入 111 142 31 （注５）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,099 1,681 583 （注６）
長期借入金 - - -
貸付回収金 - - -
承継剰余金 - - -
旧法人承継積立金 - - -
目的積立金取崩 499 369 △ 130 （注７）

計 34,255 35,787 1,532
 支出
業務費 26,645 25,872 △ 772 （注８）
教育研究経費 16,586 14,402 △ 2,185
診療経費 10,058 11,471 1,412

一般管理費 2,770 2,738 △ 32 （注８）
施設整備費 2,014 2,011 △ 3 （注９）
船舶建造費 - - -
補助金等 - 85 85 （注10）
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,099 1,584 485 （注11）
貸付金 - - -
長期借入金償還金 1,727 1,740 13 （注12）
国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 - - -

計 34,255 34,031 △ 224

収入－支出 - 1,756 1,756

○予算と決算の差異について

（注１）施設整備費補助金については、契約解除に伴う不用額が発生したため、予算額に比して決算額が 3百万円少額と
　　　　なっております。

（注２）補助金等収入については、国からの補助金の獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が85百万円多額とな
        っております。

（注４）附属病院収入については、抗加齢ドックの開設・無菌室の増床・循環器系の強化及び経費の節減等を行ったこと
　　　　などにより、予算金額に比して決算金額が1,043百万円多額となっております。

平成１８年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

（注５）雑収入については、主として有価証券の運用益・受取利息・寄宿舎料収入等により、予算金額に比して決算金額
        が31百万円多額となっております。

（注３）授業料、入学料及び検定料収入については、平成１９年度入学者に係る授業料の前納分が例年よりも少なかった
　　　　こと等により、予算額に比して決算金額が76百万円少額となっております。

（注６）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、国の各組織、特殊法人及び民間からの受託研究等及び寄附金
　　　　の獲得に努めたため、予算金額に比して583百万円決算金額が多額となっております。

（注10）（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が85百万円多額となっております。

（注７）目的積立金取崩については、予定していた事業を病院収入の増加に伴い、一部を自己収入に振替えたことによ
        り、予算金額に比して決算金額が130百万円少額となっております。

（注９）（注１）に示した理由等により、予算額に比して決算額が3百万円少額となっております。

（注11）（注６）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が485百万円多額となっております。

（注８）業務費・一般管理費については、退職手当等に係る運営費交付金債務繰越分・定年退職後定員不補充等による人
　　　　件費の節減及び全学における経費の節減に努めたこと等により、予算金額に比して決算金額が 804百万円少額と
        なっております。

（注12）長期借入金償還金については、平成17年度からの償還金繰入により、予算金額に比して決算金額が13百万円多額
        となっております。

－ 17 －
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平成１８事業年度に係る業務実績報告書 
 

中期計画 平成 18 年度年度計画 実績報告 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

① 学士課程教育の成果に関する具体的目標の設

定 

1) 主体的・創造的に生きるのに必要な自己実現

のための基礎能力及び多様な価値観に対する

理解を培い，豊かな人間性と社会的自覚を育

む。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

① 学士課程教育の成果に関する具体的目標の設

定 

1)～4) 各学部・学科の教育目標と教育課程の関連

性を明確にする。 
 

 

 

 

 

 

 

○平成 18 年４月に配置した「教育コーディネーター」（55 人）を中心に各学部

において，カリキュラムの再編，教育コースの再編・新設等の教育改革を推進

した。 

 

 

2) 中等教育から円滑に大学教程に導き，学部専

門教育を受けるための十分な基礎学力と自己

表現能力を養う。 

 
3) 幅広い教養と豊かな人間性とともに，十分な

専門知識を習得させ，地球的視野をもって地域

社会・国際社会に貢献できる人材を育成する。

 
4) 明確な教育理念・目標と厳格な成績評価のも

とで優れた質の多様な人材を育成して地域社

会，国際社会に送り出す。 

 

1)～4) 各学部と「愛媛大学教育・学生支援機構」

（以下「教育機構」という）の連携を強化し，

全学的な教育課題に取り組む。 
 

○各学部と教育機構が連携して，共通教育新カリキュラムを実施し，教育コーデ

ィネーターを中心として全学的教育課題に取り組む体制を整えた。 

 

② 大学院課程教育の成果に関する具体的目標の

設定 

1) 学問的専門知識と幅広い学際的知識の更なる

高度化を図り，探究心と創造力豊かな，指導力

のある高度職業人，研究者を育成する。 

 
2) 知識人としての自覚と国際的感覚を培い，社

会の福利の向上と文化の発展に貢献できる人

材を育成する。 

② 大学院課程教育の成果に関する具体的目標の

設定 

1),2) 各研究科において教育カリキュラムの整

備・充実を図るとともに，「大学院教育の在り

方に関する検討ＷＧ」を立ち上げ，研究科間の

連携を推進する。 

 

 

○「大学院教育の在り方に関する検討ＷＧ」で，研究科間で可能な連携及び大学

院教育の改善についての方策を検討し，大学院教育の充実・実質化に関する提

言を含む報告書「愛媛大学の大学院教育の現状と課題」を作成した。教育研究

評議会においてその改革の方向性を決定した。 
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③ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

1) 新しい質問項目に基づく「卒業予定者アンケ

ート」を実施し，その結果を分析・評価して教

育改善の方向性を検討する。 

 

 

○平成 17 年度卒業予定者に対するアンケート（974 人，回答率 53.1%）を取りま

とめ，その分析結果を学内ＷＥＢで教職員に周知した。前年度と比べて，愛媛

大学を希望して入学した学生の割合及び大学生活への満足度が上昇した。 

 

③ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

卒業生の満足度や卒業生に対する社会の評価

を分析・検討し，それらに基づいて，教育の改善

を図る。 

 
2) 卒業生や企業による評価を有効に収集するた

めのアンケート調査，ヒアリング調査を試行す

る。 
 

○医学部，工学部，農学部では卒業生，企業，雇用主を対象にアンケート調査を

実施した。アンケート回収率の向上，アンケート結果の分析を行うとともに，

他の学部においてもアンケート調査の準備を進めている。 

 

④ 学生収容定員 

各学部・大学院において，学科，教育コースの

再編，大学院の再編計画を策定し，平成１８年度

を目処に入学定員の見直しを行う。 

④ 学生収容定員 

時代の要請に対応した教育コースの導入を全

学及び学部で推進し，それに伴う入学定員の見直

しについて検討する。 
 

 

○法文学部では，平成 19 年度に夜間主コースの入学定員を変更するとともに，

総合政策学科の教育コースを再編し，特別コースを設置することとした。農学

部においては，平成 20 年度に農山漁村地域マネジメント特別コースを設置す

ることとした。 

 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

① アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜

を実現するための具体的方策 

1) アドミッション・ポリシーの確立と入学者選

抜の改善 

a. 愛媛大学のアドミッション・ポリシーを確

立して，教育目標とともに公表する。 

 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

① アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜

を実現するための具体的方策 

1) アドミッション・ポリシーの確立と入学者選

抜の改善 

a. 全学部の教育目標及びアドミッション・ポ

リシーを学内外に周知する。 

 

 

 

 

 

 

○全学部おいて教育目的及びアドミッション・ポリシーを確定し，ＷＥＢ上で公

表した。 

b. 入学に関する相談活動，広報活動や入学者

受け入れ体制を全学的に整備する。 

 

b. 全学及び各学部において入学に関する相談

活動，広報活動を推進する。 

 

○選抜方法変更等について，ホームページや印刷物によって周知の徹底を図っ

た。オープンキャンパス（参加者 2,590 人）及び愛媛県 10 大学ガイダンスセ

ミナー（模擬講義 606 人，意見交換会 43 人，進学説明会 96 人）において個別

入学相談を実施した。また，高校教員を対象とした地区別説明会を愛媛県内２

カ所で実施した。 

 

c. 受験者を多面的に評価し多様な人材を確保

するために，推薦入試，AO 入試をはじめ多

様な入試のあり方を検討し，新規制度の導入

を図る。 

 

c. アドミッション・ポリシーに対応した意欲

ある学生を確保するために，AO 入試の拡大を

検討する。 

 

○「入学者選抜方法の改革に関する専門委員会」が「愛媛大学におけるＡＯ入試

拡大に関する提言」を行い，それに基づき教育研究評議会においてＡＯ入試の

拡大に関する議論を開始した。 

d. 全学部において編入学制度を充実し，２年 d. 編入学制度の充実を図るとともに，編入学 ○教育学部，農学部において平成 20 年度から２年次編入（若干人）を導入する
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次編入も含めて制度の一層の弾力化に取組

む。 

 

による学生の質を検証する。 

 

 

こととし，医学部では編入学生の受験者状況，入学後，卒業後の現状を調査し

制度継続について検討した。 

e. 大学院においては，他大学，他分野からの

入学者を確保するために，柔軟で多様な選抜

方法を採用する。 

 

e. 研究科において，選抜方法を工夫し，他大

学，他分野からの入学生受け入れを推進す

る。 
 

○理工学研究科では，推薦入学特別選抜Ⅱ（異なる専門分野の学科等から大学院

への進学を希望する学生を受け入れるための推薦入試）の志望者を増やすため

の広報を推進した。 

 

2) 高校サイドとの意思疎通 
a-1. 愛媛県教育委員会との高大連携協定に基

づき，入試制度，実施方法等を共同で検討す

る。 

 

 

○愛媛県教育委員会から推薦された 11 の高校の進路指導主事と「入学者選抜方

法の改革に関する専門委員会」との意見交換会を実施し，本学の入試制度，入

試広報に関する課題を検討した。 

 

2) 高校サイドとの意思疎通 
a. 高校との連絡協議を活性化し，入試制度・

入試問題の適切さ，高大の接続等に関して共

同で検討する。 

 
a-2. 松山南高等学校の第２期スーパーサイエ

ンス・ハイスクール事業を積極的に支援す

る。 

 

○「ＳＳＨ支援室」を設置し，全学的に愛媛県での指定校である松山南高校のＳ

ＳＨ事業を支援する体制を整備した。対象生徒を受け入れて実験，実習等を行

う「研究室体験」（16 研究室），本学教員が講義を行う「高大連携授業」，「キ

ャンパスＩＴ体験会」などによって，理数分野への動機付けの強化を図った。 

 

b-1. 高等学校への出張講義等を通して，大学

における授業内容，学生生活等の具体的な内

容について説明し，本学への理解を深める。 

 

○冊子「高大連携プログラム 出張講義・説明会のご案内」を改訂し，愛媛県内

全高等学校に送付した。平成18年度の出張講義派遣件数は110件であった。 

b. 高校生に対する授業の開放等を通じて，大

学の教育内容の理解を促進し，愛媛大学進学

への動機付けを図る。 

 
b-2. 高校生，保護者等が参加しやすいオープ

ンキャンパスの形態を工夫し，本学進学への

動機付けを図る。 
 

○オープンキャンパスの実施形態を一部見直し，事前申込みなしで参加できるプ

ログラムを新設した（参加者は前年比 100 人増の 2,590 人）。 

3) 社会人，留学生の受け入れ 
a. 社会人，留学生の受け入れを積極的に推進

するために，弾力的な入学制度を導入する。

 

3) 社会人，留学生の受け入れ 
a,b. 新設の「国際交流センター」を中心に国

際交流締結と留学生受け入れに関する新た

なポリシーを確立する。 

 

 

○新設の「国際交流センタ－」を中心として国際交流締結に関する戦略及び留学

生受け入れに関するポリシ－の原案を策定した。 

b. 交流協定締結校を増やすとともに協定校と

の緊密な関係を構築し，留学生の積極的な受

け入れを行う。 

 

  

c. 多様な留学生を受け入れるカリキュラムを c. 留学生のための日本語教育プログラムの再 ○留学生のための日本語教育プログラムの一部を平成 19 年度から共通教育科目
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整備する。 編，その他の教育プログラムの充実，独自教

材の開発を進める。 

 

の単位とする再編を実施し，関連団体との連携強化による留学生教育プログラ

ムの充実を図るとともに，独自テキストを開発し，発行した。 

 

d. 地域社会に貢献する大学として，社会人の

リカレント，リフレッシュ教育を充実させ

る。 

 

d. 社会人リフレッシュコースにおいて，長期

履修制度及び複数指導教員制度の活用を図

る。 
 

○農学部社会人リフレッシュコースにおいて複数指導教員制度のもと４名が長

期履修制度を活用した。 

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標

を達成するための措置 

 （ⅰ）学士課程 

1) カリキュラムの改善 

a～f. 愛媛大学の基本理念に基づいた新しい

共通教育カリキュラムの円滑な実施に取り

組む。 

 

 

 

 

 

○全学出動体制による共通教育新カリキュラムを実施した。共通教育センターに

おいて事前にシラバスを点検し，不備なものについては担当教員に修正を求め

た。 

 

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標

を達成するための措置 

 （ⅰ）学士課程 
1) カリキュラムの改善 

a. 多様な学習歴をもつ入学者を円滑に大学教

育に導くため，補習授業，未習授業を含む導

入的授業科目を充実する。 

 

 a. 多様な学習歴をもつ入学者を円滑に大学教

育に導くため，理念・目的・目標・方法を明

確にした全入学生対象の「新入生セミナー」

と「コース初歩学習科目」を開設する。 

 

○共通教育センター「初年次科目部会」の主導のもと，目標・方法を共有しつつ

各学部の実状を踏まえた授業計画を立案し，各学部の責任において「新入生セ

ミナー」，「コース初歩学習科目」の運営・実施にあたった。また，学生授業評

価アンケートの解析，担当教員の自己評価に基づいて，両科目の実施報告書を

作成し，次年度の改善策を検討した。 

 

b. 広い視野と豊かな人間性を涵養するため，

幅広い教養授業科目を提供する。 
b. 広い視野と豊かな人間性を涵養するため，

共通教育において理念・目的・目標を明確に

した主題科目を提供する。 

 

○新しい主題科目の理念・目的・目標を「共通教育担当教員ハンドブック」に掲

載するとともに，共通教育コーディネーター主導のもとに全学出動体制で「主

題科目」を実施した。現代ＧＰに採択された「環境ＥＳＤ科目」，学長裁量経

費（教育充実特別支援経費）による新機軸の科目（「俳句学」など２科目）を

新規導入した。 

 

c. 基礎的な能力を涵養するため，表現・論述・

記述の能力，情報収集・発信の能力等を向上

させる授業科目を提供する。 

c. 表現・論述・記述の能力，情報収集・発信

の能力等を向上させるため，「新入生セミナ

ー」，「日本語ラーニング」等の授業を実施す

る。 

○「新入生セミナー」において表現・論述・記述の能力，情報収集・発信の能力

向上を目指した内容の授業を全学的に実施した。また，「日本語ラーニング」

は創生授業において実施した。 
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d-1. 英語の４技能を向上させるための新カリ

キュラムを検討し，平成１９年度の導入を目

指す。 

 

○「英語のカリキュラム検討ＷＧ」での検討に基づき，平成 19 年度から新カリ

キュラムの導入を決定した。 

 ①共通教育の必修「英語」を１科目増やして４科目とし，すべてを１年次に履

修する。 

 ②１年生を対象に英語統一テスト（GTEC for Students）を２度（６月，12 月）

全学一斉に実施する。 

 ③英語統一テスト成績をもとに，後学期の授業に習熟度別クラスを導入する。 

 ④共通教育英語に外部試験による成績判定制度を導入し，最大２単位まで認定 

する。 

 

d. 英語教育において，スピーキング，リスニ

ング，リーディング，ライティングの４技能

を在学期間を通じて向上できる体制を確立

する。 

d-2. 新入生の英語学力の正確な情報を得るた

め，英語学力判定テストを実施する。 

 

○新入生全員を対象に，英語学力判定テスト（GTEC for Students）を実施し，

英語学力データの収集・分析を行い，得られた結果を平成 19 年度から導入の

新カリキュラムに反映させた。 

 

e. 学生の主体性と課題発見・解決能力の向上

を図るために，参加型授業，フィールド体験

型授業，発表討論型授業等を増強する。  

 

e. 共通教育及び専門教育において環境・安全

衛生教育及びフィールドサイエンス科目の

充実を図る。 

○共通教育では「新入生セミナー」の中で安全衛生に関する教育を行うとともに 

フィールドワークを重視する「環境ＥＳＤ科目」（現代ＧＰ採択）を開設した。 

農学部では労働安全衛生管理や環境マネジメントについて基礎的知識を学ぶ 

「技術者の初歩」を新設した。 

 

f. 共通教育科目と専門教育科目の配置の適正

化を図る。 

 

  

g. 標準的な内容を持つ基礎科目に関して，共

通テキストを作成する。 

g. 未習外国語と理系基礎科目の標準的な授業

内容のあり方を検討する。 

○共通教育センターの「初めての外国語部会」と「理系基礎科目部会」において，

標準的な授業内容の在り方を検討し，検討結果を授業担当教員に周知した。 

 

h. 専門分野の知識を系統的に獲得するために

カリキュラムの体系化を図る。 

 

 

h. 平成１８年度から各学部に配置する教育コ

ーディネーターを中心に，カリキュラムの体

系化，教育資源の共有化を検討する。 

 

○教育コーディネーター制度の実質化を図るために，「教育機構」 教育学生支援

会議（管理運営委員会を改称）の各学部委員を副学部長から統括教育コーディ

ネーターに変更した。また，学士課程のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・

ポリシーを全学的に確立するために，平成 19 年度に全教育コーディネーター

を対象とした教育コーディネーター研修会を５回開催することとした。 

 

i. 専門教育のカリキュラム間で教育資源の共

有化を推進して教育内容を充実させる。 

 

i. 「スーパーサイエンス特別コース」におい

て，複数学部の授業をカリキュラムに取り込

み，教育内容の充実を図る。 

○「スーパーサイエンス特別コース」初年度入学生が 2回生となり，理・工・農

の各学部が開設する科目とスーパーサイエンス特別コースが独自に開設する

科目とからなるカリキュラムの本格的な運用を開始した。 
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j. JABEE や資格取得に向けた教育カリキュラム

を整備・充実する。 

 

 

j. 各学部と「教育機構」が連携し，資格取得

のための授業科目を充実させる。 
 

○教職科目について教員養成に取り組むという観点から大学全体の課題と位置

付けて「教員養成カリキュラム専門委員会」を立ち上げ，法令改正に対する対

応を含む科目の充実及び授業アンケートや教育実習評価項目について議論を

行った。学芸員科目では文系学部，理系学部の学部間の連携を進め，円滑な授

業の実施に努めた。 

 

k. インターンシップの受講者の拡大を図り，

就業意識を高揚させる。 

 

 

k. インターンシップ受講者の拡充を図るとと

もに，学内で実施するインターンシップを検

討する。 
 

○愛媛県内 4 大学間インターンシップ連絡協議会の事務分担校として，県内イン

ターンシップの取りまとめを行った。平成 18 年度本学のインターンシップ参

加者数は 251 人であった（前年度比 105%）。また，学内で大学生５名，高専生

２名をインターンシップ受講学生として受け入れた。 

 

2)  シラバスの改善 
シラバスの記載項目，記載内容の一層の充実

を図る。 

 

2) シラバスの改善 
シラバスの記載内容の変更を教員に周知する

とともに，変更に沿った記載を徹底する。 
 

 

○シラバス記載項目のうち，成績評価，オフィスアワー及び授業時間外の学習設

計に関する記載について見直しを行い，全学的な統一を図った。また，工学部

ではシラバスの内容を教員相互で点検し，適正なシラバスの作成に努めた。 

 

3)  少人数教育や対話型教育の推進 

a. 導入科目，ゼミナール，プロジェクト学習

など少人数学生参加型授業を積極的に導入

する。 

 

3)  少人数教育や対話型教育の推進 
a. 少人数参加型授業の教育効果を検証し，授

業改善へのフィードバックを図る。 

 

 

○平成 18 年度導入の「初年次科目」については，「初年次科目部会」において成

果の検証を行い，さらなる授業改善に向けた実施報告書を作成した。これに基

づき次年度の改善に向け，具体的な方策を検討した。 

 

b. 共通教育の英語はコミュニケーション能力

の涵養を重視した少人数教育を基本とし，教

育内容の一層の充実を図る。 
 

b. 共通教育科目「英語Ｃ」の新しい統一テキ

ストを導入する。 
 

○平成 17 年度に作成した「英語Ｃ」の新テキストを平成 18 年度から導入するこ

とにより，全学生の必修科目である共通教育英語 3科目の教育内容の統一が可

能となった。 

c. 情報科目，実験・演習科目などでＴＡを活

用した，きめの細かい学修指導を行う。  

 

c. 共通教育及び専門教育に関わるＴＡを対象

とした研修を充実する。 
 

○共通教育ＴＡ研修会においては，ＴＡ経験者による体験談発表などを取り入

れ，研修の充実を図った。また，ＴＡ及びＴＡ採用教員に対してアンケート調

査を実施し，次年度以降の改善に備えた。各学部においてもＴＡ研修会を実施

した。 

 

d. 実体験型実験実習を実施するための体制を

整備する。 

 

d. 学内共同利用施設として「愛媛大学実験実

習教育センター」を立ち上げ，自学自習型の

実験実習プログラムを開発する。 

 

○「愛媛大学実験実習教育センター」を立ち上げ，基礎工学実験等を実施した。 

4)  情報化時代に即応する高度な教育手法の開発 4)  情報化時代に即応する高度な教育手法の開  
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と実践 

a. 情報リテラシー教育を充実させる。 

 

発と実践 

a-1. 図書館利用ガイダンス及びオリエンテー

ションを実施するとともに，高度な情報検索

技術に関する情報リテラシー教育を充実す

る。 

 

 

○新入生等を対象に「図書館利用のためのガイダンス」を実施し（受講者 1,561

人），利用の促進を図った。また，学生・教員を対象とした「各種文献検索ガ

イダンス」を実施し（受講者 469 人），情報リテラシー教育の充実を図った。 

b. 「総合情報メディアセンター」を中心に，

メディアを活用した授業の研究開発を行

い，実践する。 

 

b. 共通教育科目「情報科学」を e-Learning 化

し，習熟度別クラス編成による授業を実施す

る。 

 

○共通教育科目「情報科学」において，全学統一共通カリキュラムによる習熟度

別クラス編成を行い，e-Learning システムを活用した効率的な授業を展開し

た。e-Learning システムを刷新するとともに，授業用コンテンツの継続的な

開発体制を構築した。 

 

c. 大学間の授業交換やサテライト教室の設

置を視野に入れ，遠隔双方向型通信技術を

使った授業，セミナーを実施する。 
 

c. 連合法務研究科において大学間（愛媛大学

− 香川大学）の遠隔授業を実施する。   
○連合法務研究科の遠隔授業として「行政法補講」を１年生を対象に13回実施し

た。 

5)  単位制の実質化 
a. 単位制に則り，授業時間外の課題を設計す

る。 

 

5)  単位制の実質化 

a. 授業時間外の課題設計の事例集作成に取り

組む。 

 

 

○各学部に配置された教育コーディネーターによる第 1 回全体会議を合宿形式

で開催し，授業時間外の課題設計に関する事例集作成について議論を行った。

また，教育企画室において，シラバスに授業時間外学習について記載すること

とした。 

 

b. 履修単位の上限設定に関して，全学共通の

指針を作成する。 
 

b. 履修単位上限設定の全学的指針案を作成す

る。 
 

○他大学及び本学での実績例を調査し，ＣＡＰ制導入の問題点・具体的方策を検

討した。 

 

6)  成績評価基準 
a. 「大学教育総合センター」において学習

成果を客観的に把握できる評価方式を検

討する。 

 
b. 各授業科目の学修到達目標と成績評価基

準を明確にする。 

 

6)  成績評価基準 

a,b. ＧＰＡなどの成績評価法を用いた成績状

況の追跡調査を行い，学習成果を客観的に把

握するための方策を検討する。 
 

 

○ＧＰＡによる教育成果の評価法を平成 19 年度には全学に提案する方向で，全

学部学生のＧＰＡを収集するなど，教育成果の評価法について検討を行った。

また，学修到達目標と成績評価基準を「シラバス記入要領」に明記し，シラバ

ス点検において適正な記載の徹底を図った。 



 

- 8 - 

7)  教育設計のための基礎資料 

教育設計の基礎資料とするために，入学者の

学習歴，大学での履修状況，卒業後の進路及び

活動状況等を総合的に把握する体制を整備す

る。 

7)  教育設計のための基礎資料 
教育設計の基礎資料とするために，入学者の学

習歴，大学での履修状況，卒業後の進路及び活動

状況等を総合的に把握する体制の整備を図る。 
 

 

 

○入学生の学習履歴については，「高校での学習状況調査」を実施して，その集

計結果を共通教育センターホームページ上へ掲載するとともに，各学部へ通知

し，情報の共有化を図った。農学部においては，卒業生，修了生の就職先等の

情報収集及びデータベース作成等の業務を行う「農学部卒業生等の情報管理委

員会」を立ち上げ，作業を進めている。 

 

（ⅱ）大学院課程 

 1) カリキュラム編成と授業内容 

a. 学部の授業との接続性を向上させたカリキ

ュラムを体系的に整備する。 

 

b. 大学院教育の特性に留意しつつ，大学院授

業と学部授業の相互乗り入れを検討する。 

（ⅱ）大学院課程 

 1) カリキュラム編成と授業内容 
a,b. 学部教育との整合性・接続性を向上させ

たカリキュラムを整備する。 

 

 

○関連分野共通の基礎的素養と広い視野を与えるための基礎科目，コア科目を各

研究科に設置している。理工学研究科（博士前期課程）は，学部教育との接続

を考慮した開講科目を精選し，各専攻のコア科目，発展・総合科目，共通科目

に区分し，体系化を図った。また，医学系研究科（博士課程）は，３専攻（形

態系，機能系，生態系）から１専攻（医学）に改組し，授業科目は，専攻共通

科目，各領域の専門に特化した領域科目からなり，体系的な教育課程を編成し

た。 

 

c. 研究科間で教育資源を共有化することによ

ってカリキュラムの多様化・学際化を図る。

 

c. 研究科間での教育資源の共有化について検

討する。 

 

○教育資源の共有化について，「大学院教育の在り方に関する検討ＷＧ」で，各

研究科間の実情を調査し，教育研究評議会に「愛媛大学の大学院教育の現状と

課題」を提言した。 

 

d. 高度職業人あるいは研究者として身につけ

ておくべき基礎技能・知識習得のための機会

を設定する。 

d. 学外の研究者・技術者による講義・講演会

等を積極的に実施する。 
○学長裁量経費「教育充実特別支援経費」等により学外の研究者を招聘し，先端

技術・研究の成果，その社会的意義などについて講演会を実施した。 

e. 学内共同教育研究施設の教育資源を取り込

んだカリキュラム編成を行う。 

e. 学内共同教育研究施設の教育資源を取り込

んだカリキュラムの編成を促進する。 
 

○総合科学研究支援センターにおいて，機器，設備を活用した提供可能な授業内

容のアンケート調査を行い，平成 19 年度からアラカルト授業を実施すること

になった。医学系研究科では同センターと共同で「医学教育における実験技術

の基礎トレーニング」プログラムを策定し，平成 19 年度から実施することと

した。 

 

2)  授業形態，学習指導法等の教育方法 

a. 適正な研究指導と成績評価を保証するため

に複数指導体制を実質化する。 

2)  授業形態，学習指導法等の教育方法 

a. 研究指導における複数指導体制（主・副指

導教員の配置）の充実を図る。 

 

 

○複数指導体制はすべての研究科で実施しているが，さらなる実質化を図るた

め教育学研究科では教員と学生の間で三者面談を行い，教育研究指導計画書

の作成を行った。理工学研究科理学系では，副指導教員に学部時代の学生生
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活担当教員を当て，サポート相談体制を保証することとした。 

 

b. 多様な開講形態の授業を提供し，学修と研究

活動が相互に高めあうよう工夫する。 

 

b. コースワークの充実を図るとともに，コー

スワークと研究活動のつながりを高める。 

 

 

○各研究科において，大学院教育の在り方に関する検討ＷＧの報告書「愛媛大学

の大学院教育の現状と課題」に基づいて，コースワークと研究活動の連携が強

化されている。理工学研究科工学系では，コースワークを実質化するために，

各担当教員に授業実施報告書の作成を義務づけた。 

 

c. 全専攻にシラバスを整備する。 

 

 

c. シラバスの整備を行い，Web 上に公開する。 
 

 

○全研究科において，学士課程の書式にあわせたシラバスを作成し，ＷＥＢ上で

公開した。 

 

3)  成績評価   

a. 成績評価システムを共通の基準で確立する。

 

3)  成績評価 
a. 改訂された「愛媛大学学業成績判定に関す

る規程」に基づき，成績評価の適正化を図る。 

 

 

○学士課程と同様，評点（100 点満点）で成績をつけ，５段階（秀，優，良，可，

不可）で評価することとなった。また，成績の意義申し立ての制度も導入した。 

 

b. 学内他研究科及び他大学の教員による博士

論文審査への参加を推進する。 

 

 

b. 学内他研究科及び他大学の教員による博士

論文審査への参加を促進する。 
 

○理工学研究科では，徳島大学及び香川大学との３大学間で覚書きを制定し，他

大学の教員による博士論文審査への参加を推進している。また，連合農学研究

科においても他大学の教員による博士論文審査を実施している。 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するため

の措置 

① 適切な教職員の配置等に関する具体的方策 

1) 教員組織の編成方策 
a. 教育活動を活性化するために，全学におい

て教育重点型教員を適正に配置する。 

 

 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するため

の措置 

① 適切な教職員の配置等に関する具体的方策 

1) 教員組織の編成方策 

a. 教育重点型教員として教育コーディネータ

ーを全学に配置し，教育活動の活性化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

○教育改革を主導する教員として教育コーディネーター55 人を全学に配置する

とともに，優れた教育改革に対する取組を支援するために学長裁量経費により

教育改革特別支援経費（愛大ＧＰ）（初年度予算 2,500 万円）を創設した。ま

た，第 1回全体会議を合宿形式で開催し，教育コーディネーターの役割につい

て認識を深めるとともに，今後の大学教育の在り方を議論した。 

 

b. 教員採用を原則的に公募とし，ジェン

ダー・バランスに配慮し，社会人教員，

外国人教員の登用を積極的に行う。  
 

b. 教員選考の基本方針と選考の基準を示す

「愛媛大学教員選考に関する規程」の制定に

基づき，各学部・研究科において教員選考実

施細則を定める。 

○「愛媛大学教員選考に関する規程」に基づき，各学部において学部の実状及び

専門分野の特性に応じた具体的な選考基準及び選考手続・方法を定めた実施細

則を制定した。 

 

 

c. 任期付きポストの導入を進め，人事の流動性

及び教員の多様性の確保を図る。 

c. 先端的分野及びプロジェクト研究等の教員

に関して，任期制の導入を推進する。 
○先端的分野及びプロジェクト研究等の教員の任期制を農学部，３先端研究セン

ターにおいて拡大した。また，人材育成専門委員会では，全学的任期制の導入
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 について検討し，平成 19 年度から新採用の助教に任期制（５年任期）を適用

することとした。 

 

2) 教育内容の検討を行うための組織体制 
a. 学部間のカリキュラムの連携を図る組織を

発足させ，教育資源の共有化を企画調整す

る。 

 
b. 共通教育と専門教育の接続性及び大学教育

の内容の改善を検討する委員会を設置する。

 

2) 教育内容の検討を行うための組織体制 
a,b. 平成１８年度からの共通教育の新カリキ

ュラムの施行に合せて，各学部と「教育機構」

が連携する「教育コーディネーター連絡会

（仮称）」を開催し，共通教育と専門教育の

効果的な連携を図る。 
 

 

○各学部の統括コーディネーターで構成する「教育コーディネーター世話人会」

を「教育機構」に設置し，共通教育と専門教育の効果的な連携を図るために，

教育コーディネーター制度の実質化を進めた。 

3) 教育支援者の配置方策 
a.「大学教育総合センター」を中心に総合的

な全学教育実施体制を実現する。 

 

3) 教育支援者の配置方策 

a. 各学部及び「教育機構」に教育コーディネ

ーターを配置する。 

 

○各学部及び「教育機構」に合計 55 人の教育コーディネーターを配置した。ま

た，平成 19 年度から機構管理運営委員会に代わって，各学部の統括コーディ

ネーターを委員とする教育学生支援会議を設置し，全学的な教育課題について

審議することとなった。 

 

b. 教育の一環として大学院生を学部学生の教

育に参加させる体制を充実発展させる。 

 

b. 大学院生を中心とするスタディヘルプデス

クの充実を図る。 

 

○大学院生が学部生の学習支援を行うスタディヘルプデスクの運営を効果的に

するために，大学院生に対し研修会と連絡会を開催した。なお，本年度のスタ

ディヘルプデスクの利用実績は 301 人であった。 

 

c. 技術系職員の組織を見直し，研究教育能力

の向上を図る。 

 

c. 技術系職員の研究教育能力の向上を図ると

ともに，新たな組織の点検を行う。 
 

○技術系職員の研修会，発表会の実施に加え，工学部では，職員からの提案型研

究及び自主的グループ研修に対して学部長裁量経費による支援を行った。ま

た，昨年度設置した「業務管理室」を中心に学科との密なる連絡・調整を行い

業務の改善を図った。 

 

② 教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク

等の活用・整備の具体的方策 

1) 講義等に必要な施設・設備の整備・活用方策

a. 施設整備，キャンパス環境整備等を総合的

に検討し，教育研究環境の改善を図る。 

 

② 教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク

等の活用・整備の具体的方策 

1) 講義等に必要な施設・設備の整備・活用方策 
a. 施設整備，キャンパス環境整備等を総合的

に検討し，年次計画に沿って教育研究環境の

改善を図る。 

 

 

 

 

○施設整備，キャンパス環境整備等を総合的に検討し，ハザード対応改善計画，

建築基準法対応改善計画，キャンパスライフ支援施設の改善計画及び構内トイ

レ改修年次計画に沿って，屋上防水，基幹設備，外構及び城北第１・２体育館，

大学会館，山越屋外運動場附属施設の教育研究改善整備を実施した。 

 

b. 効率的で分かりやすい授業を創るために， b. 効果的で分かりやすい授業を創るために， ○e-Learningシステムの刷新，教室内ＩＴ機器・視聴覚機器の計画的整備・更新，
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ＩＴ機器，視聴覚機器の充実を図る。 

 

ＩＴ機器，視聴覚機器の充実を図る。 効率的な運用体制による充実した学習環境の構築を行った。 

c. 遠隔双方向型授業システム等を導入・整備

し，キャンパス間・大学間の遠隔授業，遠隔

セミナーを可能にする。 

 

（平成１７年度に実施済みのため，平成１８年度

は年度計画なし） 
 

d. 学習図書館機能の充実を図る。 

 

 

 

d. 学生用図書の整備充実を図る。 
 

○学生用図書の充実を図るため，授業担当教員が選定した「図書館備付推薦図書

（平成 18 年度シラバス記載）」のリストに基づく学生用図書（434 冊）を整備

し，その状況を図書館ＨＰに掲載するとともに，利用状況を把握した。また，

学部及び「教育機構」と連携して学生用図書の選書及び整備を図った。 

 

③ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につ

なげるための具体的方策 

1) 自己点検・評価の実施と評価結果のフィード

バック 
a. 教育活動等に関する個人・組織データを全

学的に蓄積する。 

 

 

③ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につ

なげるための具体的方策 

1) 自己点検・評価の実施と評価結果のフィード

バック 
a. 教員個人評価の根拠資料として用いること

ができるように，教員活動実績データベース

の入力率を高める。 

 

 

 

 

 

○教育研究評議会，評価説明会で教員活動実績データベースの入力を促すととも

に，学内ＷＥＢ上の掲示板や教員個人宛の学内メールで入力・更新を依頼し，

全体の入力率を高めた。 

 

b. 教員各人の教育活動を公正に評価する基準

と体制を策定し，「教員の総合的業績評価」

を実施する。 

 

b. 各部局で定めた評価基準及び実施方法に基

づいて，部局個人評価を試行する。 
○平成19年度部局個人評価の実施に向けて，平成17年度に各部局で策定した「評

価基準と実施方法」の妥当性を事前に検証するため，部局個人評価を試行した。 

 

 

2) 学生による授業評価等の実施方策 
a. 学生による授業評価アンケートを実施し，

科目ごとに評価結果を公表する。 

 

 

2) 学生による授業評価等の実施方策 

a. 学生による授業アンケートを実施し，科目

ごとに評価結果を公表する。 

 

○共通教育及び各学部の専門教育において，学生による授業アンケートを実施

し，科目ごとに評価結果を公表した。工学部においては，アンケート結果に基

づいて教員間で批評しあうピアレビューを導入した。 

 

b. 学生の声を教育改善にフィードバックする

仕組みを構築する。 

 

 

b. 学業成績判定に関して学生から申立てがで

きる制度を確立する。 
 

○「学業成績判定に関する取扱要項」に基づき，「学業成績判定に関する学生か

らの申立てについて（ガイドライン）」を制定した。この制度に基づき，学生

からの申立てについて，適切に対応した。 

 

3) 教育の成果に関する評価についての研究開発

「大学教育総合センター」を中心として，教育

成果に関する評価について研究開発する。 

3) 教育の成果に関する評価についての研究開発 

入学生及び卒業時の学生に対するアンケート

調査，ＧＰＡ等による成績評価を通して，教育

 

○入学時及び卒業時（卒業予定）の学生アンケートを全学的に実施し，その内容

と経年的な傾向等を分析した。あわせて，今後のアンケート項目について検討
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 成果を評価するための方策について研究する。 

 
を加えた。また，全学部学生のＧＰＡを収集するなど，教育成果の評価法につ

いて検討を行った。 

 

4) 教員の教育能力の評価システムの確立と顕

彰・処遇システムの整備 
教育活動において優れた実績を示した教員

に対しインセンティブを付与する。 

 

4) 教員の教育能力の評価システムの確立と顕

彰・処遇システムの整備 
学生の授業アンケート等客観的評価を活用し

た教員表彰制度（ベストティーチャー賞等）を

創設する。 
 

 

 

○医学部においては，ベストティーチャー表彰制度を創設し，これをＦＤに活用

するため，表彰された教員の授業参観制度を検討した。工学部では６学科のう

ち３学科で授業に対する顕彰制度として教員表彰を実施している。 

④ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤ

に関する具体的方策 

1) 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦ

Ｄの実施体制の整備 

a. 各学部，各研究科のＦＤ委員会及び全学の

ＦＤ委員会を確立し，その機能を強化する。

 
b. 教育実践，教育改善について定期的にシン

ポジウム，研修等を企画・実施する。 

 

④ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤ

に関する具体的方策 

1) 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦ

Ｄの実施体制の整備 

a,b. 授業公開に関するワークショップとＦＤ

シンポジウムを開催する。 
 

 

 

 

 

 

○学士課程の授業を教員相互に公開する原則を教育研究評議会で決定した。平成

18 年度文部科学省特色ＧＰに採択された「ＦＤ／ＳＤ／ＴＡＤ三位一体型能

力開発」の一環として，ＦＤファシリテータ養成講座（参加者 10 人），ファカ

ルティ・デベロッパー養成講座（講師はカナダマギル大学から招聘，参加者

33 人）を開催し，ＦＤ手法の学習の場を設けた。 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措

置 

① 学修支援，生活相談，就職支援等に関する具体

的方策 

1) 学生支援に関して全学的に連絡調整を行う体

制を整備する。 

 
2) 履修計画と学生生活について助言する専門的

教職員を配置し，「学生生活担当教員制度」と

併せて学生に対する支援活動にあたる。 

 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措

置 

① 学修支援，生活相談，就職支援等に関する具体

的方策 

1),2),11) 「学生支援センター」を効果的に運営

し，学修支援，生活相談，就職支援等の充実を

図る。 

 

 

 

 

 

○「学生支援センター」において，就職・インターンシップ・キャリアガイダン

ス，学生支援ＦＤスキルアップ講座，救命救急講習会，サークルリーダー研修，

学生支援シンポジウム，学生支援セミナー等について企画・開催した。医学部

では，学生支援センターと総合医学教育センター，教務委員会，学生生活委員

会等が連携して，留年学生，不適応学生にかかる問題点を洗い出し，本人と面

談した。 

 

 

3)「ピア・サポート・ルーム（学生による学生相

談窓口）」，「ＥＳＭＯ（愛媛大学学生メンター

ズ）」等により，学生相互の相談体制を整備す

る。 

3) スチューデント・キャンパスボランティアの

グループを支援するとともに，他大学とボラン

ティア団体とのつながりを強化する。 

○スチューデント・キャンパスボランティア９団体の主体的活動に対し教員が支

援を行った。そのうちＡＩＶＯ（愛大ボランティアコーディネーター）では，

松山市と連携してボランティア講座・セミナーを開催し，聴覚障害学生支援グ

ループでは他大学の専門家を招聘して「学生による学生支援シンポジウム」を
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 開催した。 

 

4) 各担当教員が待機すべきオフィスアワーを設

ける。 
 

4) オフィスアワー用のデータベースを作成し，

Web 上で公開する。 

○全学教員のオフィスアワーをＷＥＢ上で公開し，閲覧できるようにした。 

 

5) 留年学生，不適応学生に対する原因調査と対

策を継続的に検討し，学習・生活・心理面から

支援する体制を整備する。 

 

5) 学生相談オフィスが各学部の教員や学内外諸

機関と連携して，学生の学習・生活・心理面か

ら支援する。 

○学生相談オフィスでは総合健康センターと協力し，学生相談に関わる事例懇談

会を開催するとともに，学生支援の窓口を設け，学生生活担当教員との連携体

制を築いた。 

6) 身体に障害のある学生の受け入れに対応する

ため，障害学生支援制度と支援ボランティア養

成制度を立ち上げ，運用する。 

 
 

6) 身体に障害のある学生の受入れに対応するた

め，障害学生支援制度と支援ボランティア養成

制度を効果的に運用する。 

 

○学長と聴覚障害学生の懇談会を開催し，キャンパス・バリアフリー推進室を設

置することとなった。また，障害者修学支援委員会と教育学部特別支援教育講

座が協力し，共通教育において「ボランティアⅠ・Ⅱ」を開講した。 

（平成18年度：聴覚障害学生支援のノートテイカー登録者120人） 

 

7) 学生に対する人権侵害の防止に努めるととも

に，人権侵害が発生した場合は迅速かつ厳正に

対処する。 

 
8) 「保健管理センター」と「人権委員会」が各

学部との連携を強化し，学生に対する精神的・

心理的ケアを充実する。 

 

7),8) 人権侵害に関する研修会を定期的に開催

し，教職員・学生の意識向上を図る。 

 

○昨年度に引き続き，すべての学部において，他学部あるいは他大学の講師を招

いて人権侵害に関する研修会を開催した。 

9) 自主学習のためのスペースを確保し整備す

る。 

 

9) 図書館以外の自主学習のためのスペースを拡

充し整備する。 

 

○各学部で学生の自主学習のためのスペース拡大を検討した。理学部では建物の

改修にあわせて全学科（５学科）が，3回生以下の学部生用自主学習スペース

を設けた（２スパンずつ 計 10 スパン）。 

 

10) 進路指導，就職支援に関する全学的な連絡調

整機能を強化する。 

 

 
 

10) 就職課，「修学支援オフィス」を中心に，進

路指導，就職支援に関する全学的な連絡調整機

能を強化する。 

 

○就職指導会議を設置し，全学連絡体制の強化を行った。また，就職指導会議の

もとにキャリア教育部会を設置し，全学のキャリア教育の在り方を検討する組

織体制を作った。また，実践的支援のためにＦＤスキルアップ講座「進路指導

のコツ」を開催し，教職員の就職指導スキルの向上を図った。 

 

11) キャリアアドバイザーを配置し，キャリア教

育の充実を図る。 

 

 

11) キャリア教育科目と資格講座の充実を図る。 

 

 

○新入生セミナーにおいて「キャリアの基本」「タイムマネジメント」の授業を

実施するとともに，共通教育の創生授業においてキャリア教育科目を開講し

た。法文学部人文学科では，平成 20 年度からＴＯＥＩＣなどの資格認定の副

専攻型教育プログラムを導入することについて検討した。 
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12) 教職員向けに，学生支援の取組み方，メンタ

ルヘルスケア等に関する研修会・講演会を実施

する。 

12) 「保健管理センター」を改組した「総合健康

センター」と「学生支援センター」が協力して，

学生のメンタルヘルスケアに関する教職員向

けの研修会を実施する。 

 

○総合健康センターと学生支援センターが共催で学生のメンタルヘルスケアに

関する講座を開講した（参加教職員数 40 人）。 

② 社会人・留学生等に対する配慮 など 

1) 社会人学生に対して，修業年限の適切な設定，

インターネットを利用した学習指導，休日・夜

間の講義等，学業と職業の両立を図るための措

置を講じる。 

 

② 社会人・留学生等に対する配慮 など 

1) 現職教員等の社会人学生に対して，休日・夜

間の講義等，学業と職業の両立を図るための適

切な措置を講じる。 

 

 

○教育学部では，現職教員に対して大学院設置基準第 14 条特例を適用し，学業

と職業が両立できる配慮を行っている。特に，第２年次においては夜間・週末

及び夏季・冬季休業期間中に授業を実施できるように定め，通学が困難な現職

教員に対してサテライト教室を開設した。 

 

2) 入国から帰国まで一貫した留学生の指導体制

を整備する。 

 

 

2) 「留学生センター」を改組して，留学生受入

れ，学生派遣，研究交流等の国際交流事業を一

元的に推進する「国際交流センター」を設置す

る。 

 

○「留学生センタ－」を廃止し，留学生受入れ，学生派遣，研究交流等の国際交

流事業を一元的に推進，充実するため「国際交流センタ－」を設置した。 

 

3) 留学生の住環境及び就学環境の改善を図る。

 
3) 留学生受入れの諸問題を把握し，生活環境・

修学環境の改善のための具体策を検討する。 
 

○留学生受入れに関する諸問題を分析し，「留学生受入マニュアル」を作成，指

導教員，関係担当者に周知，徹底するとともに，生活環境・修学環境改善のた

めに宿舎確保や自転車提供等の各種支援を行った。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成

するための措置 

① 目指すべき研究の方向性  

1) 基礎研究を充実する。 

 
2) 先見性・独創性のある萌芽的研究を発掘して

全学的に支援する。 

 
3) 先端的研究を全学の戦略的プロジェクトとし

て推進する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成

するための措置 

① 目指すべき研究の方向性 
1)～3) 「目指すべき研究の方向性」の各項に合

致する研究に対して，「研究開発支援経費」等

により，重点的な資金援助を行う。 

 

 

 

 

 

○研究開発支援実施要項に基づき，応募のあった新規 89 件，継続 30 件の研究課

題について書類と公開ヒアリングの２段階による慎重な審査を行い，新規 19

件，継続 30 件を採択し，学長裁量経費により，総額１億１千万円の研究費を

配分した。 

 

 

4) 社会的要請のある今日的課題に対して，機動

的なプロジェクトチームを編成して取り組む。

4) 防災・減災のための新たな学際分野を創出す

るために「防災情報研究センター」を設置する。 
 

○４研究部門（災害救急医療・ケア，地域防災システム，社会基盤整備，アジア・

地域防災情報ネットワーク）をもつ「防災情報研究センター」を設置し，要援

護者避難支援計画や高速道路上の事故に対する救急活動に関する研究など，学
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際的な研究に取り組んだ。 

 

② 大学として重点的に取り組む領域 

1)-1 コミュニティーの活性策等の研究を基礎と

して地域貢献の発展を目指す「地域創成研究セ

ンター」の活動を充実させる。 

 

 

 

○地域創成研究センターでは，「愛媛県南予の地域振興」と「地域の文化資源の

再開発」に関する７つの重点研究プロジェクトを推進するとともに，シンポジ

ウム「地域社会における支援ネットワークの現状と課題」，サテライト分室 mit

での「まちなか大学」（14 回）等を開催した。 

1)-2 研究者の学内連絡組織「環境学ネットワー

ク」により環境学の総合的な進展を図る。   

 

○環境学ネットワークホームページを立ち上げ，情報の共有化と発信を図るとと

もに，第５回地球環境フォーラムを開催した（参加人数 262 人）。また，「沿岸

環境科学研究センター」との事業として「瀬戸内海長期変動研究プロジェクト」

を平成 19 年度教育研究特別経費に申請，採択された。 

 

② 大学として重点的に取り組む領域 

1) 地域，環境，生命を主題とする研究の特色化

に取り組む。 

1)-3 新設の「防災情報研究センター」を中核とし

て，自然科学と防災技術の融合により防災・減

災のための科学技術を研究・開発する。 

○「防災情報研究センター」において，防災・減災等に関する受託研究７件，共

同研究１件，研究助成２件について，研究を実施した。 

 

 

2)-1 「沿岸環境科学研究センター」，「地球深部

ダイナミクス研究センター」，「無細胞生命科学

工学研究センター」の研究活動を一層推進する

とともに，国際的な研究拠点となりうる研究グ

ループ，プロジェクトを発掘する。 

 

○３先端研究センターの研究を一層推進するとともに，新たな国際的研究拠点と

なりうる研究を発掘するために，研究開発支援経費で「ＣＯＥ育成研究」を公

募し，新規１件と継続４件の研究に対して総額 3,500 万円を助成した。 

 

 

 

2)-2 「生物環境試料バンク」を整備し，試料を

活用した研究を推進する。 

 

○バンク試料として，平成 18 年度に 1,998 検体を国内外の研究機関等から新し

く受け入れ，621検体を提供するとともに，総数1,236種類，36,066個体，99,932

試料のデータベース化を行い，情報をＷＥＢ上に公開した。また，バンク試料

を活用して，国内外の 42 機関と継続して共同研究を推進した。 

 

2)-3 海外のタンパク質研究機関と無細胞タンパ

ク質合成技術の共同研究を進め，世界における

タンパク質研究を先導する。 

○「無細胞生命科学工学研究センター」では，米国シカゴ大学，ウィスコンシン

大学，ハーバード大学，在タイ米軍医学研究所等において無細胞タンパク質合

成技術に関するワークショップ，講義・講演，共同研究等を行った。 

 

2) 国際的に研究を先導し，我が国の研究の中心

的拠点となりえる研究を重点的に推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2)-4 無細胞タンパク質合成技術の医学的応用を

図るプロテオ医学研究を推進する。 
 

○愛媛プロテオ科学アカデミーが推進する無細胞系タンパク質合成システムを用

いた30件の研究プロジェクトを遂行した。特に，総合科学研究支援センター重

信ステーションに設置の無細胞タンパク質合成装置（ GenDecoder 1000A，
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Protemist DT）を利用して，プロテオ医学研究を推進し公開セミナーで成果を

発表した。 

 

③ 成果の社会への還元に関する具体的方策 

1)-1 世界におけるタンパク質研究の最先端の情

報発信拠点形成を図るとともに，社会に研究成

果を発信するなど，社会との連携を推進する。 

 

 

 

○本学と愛媛県，松山市，松山商工会議所が連携し，国内外のタンパク質研究の

第一人者を集めた第４回「プロテイン・アイランド・松山 国際シンポジウム

2006」を開催し，世界最先端のタンパク質研究情報を発信した（参加者 500

名）。 

 また，全国レベルの「伊予マラリア研究フォーラム」（外国人講師５名，国内

講師１名）及び「無細胞生命科学研究会」（国内講師14名）を開催した。 

 

1)-2 教育・研究活動の成果を公開講座，講演会，

シンポジウムなどに反映させ，大学から社会へ

の情報発信に努める。 

 

○先端科学研究に関する公開シンポジウム，防災講演会，市民講座「まちなか大

学」，知的財産セミナー，高度技術研修等を通じて，教育研究活動の社会への

還元を果たした。 

 

③ 成果の社会への還元に関する具体的方策 

1) 懇談会，研究会，シンポジウム，ワークショ

ップ，公開講座などの開催を通して地域社会と

の交流を活発にし，研究成果の公開と共有化を

図る。 

 

 

1)-3 研究技術を地域に役立たせるため，各種の

技術講習会や体験学習を実施する。 

 

 

○卒後の医師に対する低侵襲手術研修，愛媛県内の中・高等学校教員に対するサ

イエンス・パートナーシップ・プログラムよる研修，県内の高校教員を対象と

した遺伝子組換え技術公開セミナー，特許情報活用セミナー，親子で楽しむ化

学実験，小学生を対象とした食育指導，高校生を対象としたＩＴ体験会等を実

施した。 

 

2) 国際特許取得を含む知的所有権及び企業倫理

等の文理融合型の教育と実務を企画・実施する

体制を作る。 

 

2) 「技術者倫理」，「知的財産権」を開講する。 
 

○客員教授の協力のもとに，「技術者倫理」，「知的財産権」に関する授業を工学

部で開講した。 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成する

ための措置 

① 適切な研究者等の配置に関する具体的方策     

1) 学長裁量の教員定員を確保し，研究者の戦略

的・機動的配置を可能にする。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成する

ための措置 

① 適切な研究者等の配置に関する具体的方策 
1) 人件費削減計画に基づき研究者等の適正配置

を再検討する。 

 

 

 

○各学部の人件費削減計画に基づき研究者等の適正配置を検討し，教育研究に支

障がないよう配慮した上で全学的な適正配置を行った。 

 

2) 教員の役割分担を進め，先端的な研究，特色

ある研究等を推進する教員を研究重点型と位

置付け，研究に専念できる環境を整備する。 

 

2) 国内派遣研究員制度及びサバティカル制度を

導入する。 

 
 

○国内派遣研究員制度実施要項を制定し，教員 1名の派遣を決定した。また，サ

バティカル制度の導入のために，実施規程を制定した。 
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3) 国内外の他研究機関との間で人事の連携，客

員研究員の交流を促進する。 

 

3) 客員研究員受入れの制度を全学的に整備す

る。 

 

○外部の研究者，協力者を客員研究員として受入れる制度を整備するため，「愛

媛大学客員研究員規程」を制定した。 

4) ポスドク，学術振興会特別研究員等の制度を

活用し，若手研究者の育成を図る。 

 

4) 学術振興会特別研究員等への応募と受入れを

奨励し，研究活性の高い若手研究者の確保を図

る。 
 

○ＰＤ研究員やＤＣ学生に学術振興会特別研究員への応募を奨励するとともに，

他機関のＰＤ等にも本学を受入れ機関とする応募を奨励した。また，研究機関

研究員，ＣＯＥ研究員等を積極的に受入れるため，国際ワークショップやセミ

ナー，研究交流会を開催するなどの方策を講じ，研究活性の高い若手研究者の

確保を図った。 

 

② 研究資金の配分システムに関する具体的方策 

1) 研究資金を，各教員の研究基盤を確保するた

めの資金枠と競争的に配分する資金枠に分け，

後者については公正で透明性の高い評価に基

づき資金を配分し，かつ，その成果を評価する

システムを導入する。 

 
2) 学長裁量の研究資金を確保し，重点研究，プ

ロジェクト研究，萌芽的研究の支援，若手研究

者に対する支援，その他戦略的研究事業に機動

的に資金を投入できる仕組みを確立する。 

 

② 研究資金の配分システムに関する具体的方策 

1),2) 改訂した「研究開発支援実施要項」に基づ

き競争的資源配分を充実させる。 

 

 

○「研究開発支援実施要項」に基づき，継続分の研究課題についても，今年度か

ら公開ヒアリングの対象とし，研究開発支援諮問委員会が研究の進捗状況の評

価を行って，経費配分に反映させた。 

3) 研究資源の開拓，研究の需要調査，外部資金

導入の促進等を図る全学的組織を設置する。 

 

 

3) 「社会連携推進機構」において，研究資源の

開拓や知的財産の需要調査，外部資金の導入促

進等について検討する。 
 

○外部資金導入の促進を図る組織として，「学術研究委員会」の下に「研究推進

専門委員会」を置き，研究資源の開拓を積極的に行った。大学の戦略に関わる

応募に当たっては理事２名による推薦を行った。また，愛媛県知的財産戦略に

参画し，県下の知的財産の需要調査を実施した。 

 

③  研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体

的方策 

1) 研究活動の効率化を図るため，設備，施設，研

究スペースの再配分と共同利用化を総合的に検

討する。 

③  研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体

的方策 
1) 既設設備・施設・研究スペースの点検・評価

を実施し，研究活動の効率化に向けたスペース

の再配分，共同利用化計画を検討する。    

 

 

 

○施設マネジメントの推進を図るため，施設マネジメント委員会を設置した。 

現地調査を実施し，主要４団地の利用状況調査結果分析を行い，既存施設の有 

効活用に向けた方針案を策定した。また，共通教育管理棟を全学共同利用建物 

として有効活用するため，改修整備基本方針を策定し，既存建物の再構築を図 

った。 

 

2) 教育研究に必要な設備の維持・更新を計画的 2) 特別教育研究経費及び学内の教育研究重点経 ○特別教育研究経費等で各設備を導入するとともに，「研究基盤専門委員会」を
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に行う。 

 
費，研究開発支援経費で計画的に設備の維持，

更新を行う。 

 

立ち上げて「設備マスタープラン」，「学内共同利用促進要項（案）」を策定

した。研究開発支援経費の「研究基盤整備」で１件を採択，「研究推進ラボ」

で「総合科学研究支援センター」の研究分野と関連した４件のプロジェクトを

採択して計画的な共同利用，設備の維持・更新を図った。 

 

3)-1 「総合科学研究支援センター」において汎

用性の高い機器・設備を維持管理し，学内の共

同研究を推進する。 

 

○共同利用を推進し，機器移管の仕組みを全学的に整備するため，ＷＧを組織し

検討を開始した。また，全国組織である化学系研究設備有効活用ネットワーク

に参加し，復活再生機器の要求を行った。 

 

3)-2 研究推進ラボを発展させ，異分野間の共同

研究を支援する。 

 

○重信ステーションの「研究推進ラボラトリー」を起点として，総合科学研究支

援センター主導型研究プロジェクトの支援を行った。 

 

3) 「総合科学研究支援センター」において，研

究支援の諸機能を一元的管理するとともに，異

分野間の共同研究を支援する。 

 

 

3)-3 高度先端機器・設備の導入を図るとともに，

高度な技術の導入と育成を推進する。   
○マルチＤＮＡシークエンサーの導入，Tgマウス飼育装置の増設と高圧蒸気滅菌

器を更新するとともに，合成タンパク質の精製方法を確立するなど技術の高度

化に努め，最新の技術を学内研究者等に提供するための技術講習会を行った。 

 

  4) 学術文献（電子ジャーナルを含む），学術資料

を充実するための全学的体制を確立する。 
4) 電子ジャーナルの整備と利用の促進を図る。 

 

 

○4,185 タイトルの電子ジャーナルを提供するとともに，ガイダンス，「レポー

ト・論文のための資料集め講座」を実施し，利用方法の説明や図書館ＨＰに電

子ジャーナルポータルサイトを立ち上げ，さらに利便性の向上を図った。 

 

5) 体系的な図書・資料の収集及び先進的情報検

索システムの導入によって，研究図書館機能を

充実する。 

 

4),5) 学術文献情報データベースの導入を推進

するとともに，各分野の二次情報データベース

の導入について検討する。 
 

○学術文献情報データベース『ＳＣＯＰＵＳ』を引き続き導入するとともに，専

門家による講習会を実施し，より一層の活用の推進を図った。また，化学系二

次情報データベース『SciFinder Scholar』のトライアルを実施し，平成19年度

に導入することとした。 

 

④  知的財産の創出，取得，管理及び活用のための

具体的方策 

知的財産の創出，取得，管理及び活用を戦略的

に行う体制を検討し，整備する。 

 

 

④  知的財産の創出，取得，管理及び活用のための

具体的方策 

「知的財産本部」に新たに配置した専任教員を

中心にして，知的財産活用の強化を図る。 

 
 

 

 

○四国ＴＬＯと技術移転に関する協定書を締結し，四国ＴＬＯ職員を客員教授に

招聘し知的財産活用の体制を強化した。また，未公開特許等の研究成果を新技

術説明会，イノベーションジャパン，産学官連携フォーラム等に出展した。 

⑤ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につ

なげるための具体的方策 

1) 各部局の特性を考慮した上で，研究組織及び

教員各人の研究活動を公正に評価する基準と

⑤ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につ

なげるための具体的方策 
1) 各部局で定めた評価基準及び実施方法に基づ

いて，部局個人評価を試行する。 

 

 

○平成19年度部局個人評価の実施に向けて，平成17年度に各部局で策定した「評

価基準と実施方法」の妥当性を事前に検証するため，部局個人評価を試行した。 
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体制を策定し，「教員の総合的業績評価」を実

施する。 

 

 

 
 

2) 「教員の総合的業績評価」に基づき，優れた

研究者，研究グループに対する重点的な資金

配分等の適切なインセンティブを付与する。

 

 

1),2) 「教員の総合的業績評価」に基づく教員の

処遇及びインセンティブの在り方について全

学的な合意形成を行う。 

 

○教員の役割分担制と処遇とを総合的に検討するＷＧの報告書に基づき，教員の

総合的業績評価の給与への反映について，具体的に検討し「教員の総合的業績

評価に基づく教員の処遇のための指針」について全学的な合意形成を行った。 

 

3) プロジェクト研究やグループ研究について，

公開研究発表会等を行い第三者的な評価を受

ける。 

3) 「研究開発支援実施要項」に基づく公開学術

シンポジウムを一層充実させ，研究成果を学内

外に広く公開する。 

○「研究開発支援実施要項」に基づき研究期間が満了する 24 課題について，研

究開発諮問委員会で評価を行い，９課題を選び公開学術シンポジウムで研究成

果を発表した（参加人数 90 人）。 

 

３ その他の目標を達成するための措置    

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成

するための措置 

  ① 地域社会等との連携・協力，社会サービス等に

係る具体的方策 

1)-1 地方自治体，ＮＰＯ等と共同して，政策・

文化に着目した地域連携事業を総合的に実施

する。 

 

 

 

 

 

 

○県民健康づくり計画の一環としての健康実態調査や健康講座の開催，県下の各

産業技術センター及び企業等と連携した共同研究の推進，南予地域の現状と課

題の調査の実施，各種のＮＰＯ及びＮＧＯと協力した環境教育の展開等，各学

部，センターそれぞれの特性に応じた地域連携事業を実施した。 

 

1)-2 地方自治体との連携協定に基づき，今日的

な課題に関して地域社会の要望に応える。 

 

 

○愛媛県，四国中央市，今治市，宇和島市と連携協定を締結し，それぞれの今日

的課題について，サテライト，協議会，実行委員会等を通じて地域の要望に応

え，特に南予地域活性化対策については，県・市・町，農・林・水産業等と一

体となり活動を行った。 

 

３ その他の目標を達成するための措置    

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成

するための措置 

  ① 地域社会等との連携・協力，社会サービス等に

係る具体的方策 

1) 地方自治体等の政策形成や地域の課題解決に

参画し，自律的な地域社会・地域文化の創生に

貢献する。 

 

1)-3 四国中央市，今治市，宇和島市にサテライ

トを置き，地域の活性化を支援する。 

 

 

○３市にサテライトオフィスを開設し，「産学官連携シンポジウム」を開催した。

また，今治市，四国中央市のサテライト事業として，ＭＯＴショートスクール

を開催した。 

 

2) 愛媛県をはじめ四国地域にある文化的遺産，

自然的富の保存・活用に積極的に関わる。 

 

2) 地域の文化的遺産の保存・活用策について調

査・研究を実施する。 

 

 

○地域の文化の保存や活用を考える学内登録団体と協力して，シンポジウム「地

域社会における支援ネットワークの現状と課題」等を開催するなど，支援を行

った。 
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3) 社会人入学の促進，生涯学習やリカレント教

育等の持続的学習の場を提供するためのプロ

グラムを整備する。 

3) 地域社会と連携した「愛媛大学総合型地域ス

ポーツクラブ」の活動を推進する。 
○「愛媛大学総合型地域スポーツクラブ」において８つの教室と２つのイベント

を開催し，会員数は 300 人を超えた。 

 

4) 附属図書館等の公開，研究施設の開放を促進

する。 

 

 

4) 愛媛県内各市町村史を中心とした地域資料の

収集と公開を推進し，併せて貴重資料等の展示

を企画する。 

 

○江戸期の貴重な地域資料である｢大洲藩長浜町町会所記録｣を収集した。貴重資

料「鈴鹿文庫」についてはデジタルコンテンツ化を行い（85 点，3,829 コマ）

公開した。 

 

5) 総合的な地域支援情報ネットワークを構築

し，保健，医療，福祉，教育等における社会サ

ービス活動を推進する。 

 

5) 県下における留学生支援のネットワーク化を

推進する。 
 

○愛媛県中予地区大学日本語教育連絡会，愛媛県留学生等交流推進会議との連携

による各種プログラムを実施した。 

 

② 産官学連携の推進に関する具体的方策 

1) 「地域共同研究センター」を中核にして国内外

の民間企業に対する技術指導・技術移転及び共

同研究・受託事業を推進し，実施件数を増加さ

せる。 

 

② 産官学連携の推進に関する具体的方策 
1) 四国ＴＬＯと連携し，産官学連携に関する事

業件数の増加に努める。 

 

○四国ＴＬＯと技術移転に関する協定書を締結し，四国ＴＬＯ職員を客員教授と

して招聘した。特許出願件数（49件→68件）及び受託研究件数（104件→130

件）の増加を図った。 

 

2) 「リエゾンオフィス」の一層の充実を図り，外

部人材の組織化，産学コーディネート機能，産

官学の交流，大学の知的財産の広報などの業務

を推進する。 

 

2) 「産業科学技術研究センター」の客員教授の

陣容を検討し，知的財産，産官学連携部門の人

材の強化を図る。 

 

○四国経済産業局から専任助手を，愛媛県，四国ＴＬＯからそれぞれ客員教授を

迎え，また産学官連携コーディネーター（客員教授）を１名配置して，知的財

産，産官学連携部門の人材を強化した。 

3) 利益相反に関する指針等を速やかに策定する。

 
3) 新たに制定した「利益相反管理規程」を教員

に周知し，産学連携を円滑に実施する。    
○愛媛大学医学部等利益相反専門委員会規程，利益相反ポリシー及び「自己申告 

書」を制定した。利益相反に関する情報を社会連携推進機構のホームページに 

掲載し，「自己申告書」の提出を教員に周知するとともに，利益相反管理委員

会を開催し，申請者に審議結果を通知した。 

 

③  他大学等との連携・支援に関する具体的方策 

1)-1 「中予地区大学間教学ネットワーク」にお

いて，地域の公私立大学等との共同による授業

科目を開設する。 

 

○「中予地区大学間教学ネットワーク」において，地域の公私立大学等との共同

による授業科目「瀬戸内海と愛媛の文化」を実施した。 

 

 

③  他大学等との連携・支援に関する具体的方策 

1) 大学コンソーシアム化を視野に入れ，地域の

公私立大学等との教育研究資源の共有化を推

進する。 

1)-2 愛媛県内４大学インターンシップ活動の強

化を図る。 

 

○愛媛県内４大学インターンシップの担当校として，連絡協議会，合同説明会，

懇談会を開催し，プログラムの改革に取り組んだ（参加者 251 人） 
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2) 目的に応じて，他大学と自主的な連携・協力体

制を構築する。 

 

2) ４大学（島根大，山口大，愛媛大，高知大）

間の交流協定に基づき，学生の自主的調査・研

究を推進し，合同研究成果発表会を開催す 

○４大学の学生の自主的調査・研究に本学から２件を採用した。学生は約９ヶ月

の自主的研究を行い，報告書をまとめ合同研究成果発表会で，本学の１件が最

優秀賞を獲得した。 

④ 留学生交流その他諸外国の大学等との教育研

究上の交流に関する具体的方策 

1) 国際交流の推進のため，「留学生センター」の

機能を強化する。 

 

 

④ 留学生交流その他諸外国の大学等との教育研

究上の交流に関する具体的方策 

1),3) 新設の「国際交流センター」の下で，留学 

生交流の質的向上を検討する。 

 

 

 

○新設の「国際交流センタ－」において，学生派遣・受入れ体制について見直し

を行い，受入れ手順のマニュアルを整備，インターナショナルチャットルーム

を活用する等，留学生交流の質的向上を図った。 

 

2)「海外留学プログラム」を整備し，本学学生の

海外派遣を強化する体制を作る。 

 

2) 学生の海外派遣のための体制を整備し，海外

プログラムの充実を図る。 
○学生の海外研修，海外派遣新規プログラムの実施，単位化科目の決定等，海外

プログラムの充実を図った。 

3)「英語教育センター」と「留学生センター」の

共同による異文化コミュニケーション空間を

創設する。 

 

  

4) 帰国後のフォローアップ体制を整備し，帰国

留学生ネットワークを構築する。 

 

 

4) 帰国留学生及び海外在住の卒業生のフォロー

アップのために校友会海外支部等のネットワ

ーク組織の立ち上げを支援する。 
 

○帰国留学生，海外在住卒業生のフォロ－アップのため既存海外支部活動の充実

を図るとともに，新たなネットワ－ク組織として２つの支部（ハノイ，北京）

の設立を支援した。 

 

⑤ 教育研究活動に関連した国際貢献に関する具

体的方策  

1) 日本科学技術振興財団，JICA 等の外部組織と

連携した国際共同研究を奨励・推進する。 

⑤ 教育研究活動に関連した国際貢献に関する具

体的方策 
1)～3) 国際交流に関わる学内組織を「国際交流

センター」に統合し，学術交流，若手研究者・

学生の交流，学会参加等を推進する。 

 

 

 

○国際交流に関わる業務を一元的に行うため「国際交流センタ－」を新設し，学

生・学術交流に関する人的・経済的支援の実施，学内規則の整備等，学術交流，

若手研究者・学生の交流，学会参加等を推進した。また，学長裁量経費により

本学主催の国際学会・研究集会を支援するとともに，若手研究者，事務系職員

を海外に派遣し報告会を実施した。 

 

2) 国際会議・研究集会の開催に経済的・人的支

援が行えるよう学内的な環境整備を行う。 

 
3) 若手研究者，大学院生の国際学会・研究集会

への参加や短期留学・研修に対して重点的に支

援する。 
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4) 諸外国の大学・研究所との学術交流の推進を

図り，外国人研究者・技術者の受け入れ体制，

研修体制を整備する。 

4) 諸外国の大学・研究所との学術交流の推進を

図り，外国人研究者・技術者の受け入れ体制，

研修体制を整備する。 
 

○新規協定締結（８校），サテライトオフィスカトマンズの開設等，諸外国の大

学・研究所との学術交流の推進を図り，国際学会・研究集会への積極的な補助，

学内規程の適正な運用等により外国人研究者・技術者の受入れ体制，研修体制

を整備した。 

 

5) 任期付きポスト，客員教授ポスト等を用いて，

外国人研究者を教員として招聘する。 

（平成１７年度に一部実施，平成１９年度に年度

計画あり） 
 

 

 

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

① 管理運営体制の整備に関する具体的方策 

1)-1 定員枠を超えた教員の雇用について検討す

る。 

 

 

 

○臓器再生外科学で助手を１名採用した。 

 

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

① 管理運営体制の整備に関する具体的方策 

1) 病院長専任制の推進により，管理運営体制を

強化する。 

1)-2 保育所の設置について検討する。 ○院内保育所「あいあいキッズ」を設置し，３月に開所式を行った。 

 

2) 診療支援部を設置する。 （平成１７年度に実施済みのため，平成１８年度

は年度計画なし） 
 

 

 

3)-1 看護部長，副看護部長の公募制による選考

を実施する。 

○看護部長は院外から，副看護部長は院内から公募し選考した。 

3)-2 看護師に係る臨床実践能力習熟段階（クリ

ニカルラダー）の構築により，職能評価を策定

する。 

○看護職員（333 人）の目標管理の一環として，クリニカルラダーを実施し，看

護体制における問題点の明確化，看護師教育計画の充実を図った。 

また，看護師長（25 人），副看護師長（45 人）を対象に，看護管理項目を追

加したクリニカルラダーを作成した。 

 

3) 薬剤部，看護部，事務部の組織体制を見直す。

 

 

 

 

3)-3 診療報酬請求オンライン化の導入について

検討する。 

○平成 19 年度の診療報酬請求オンライン化の実施に向け，ソフトの構築を図っ

た。 

 

② 医療サービスの向上に関する具体的方策 

   1) 中央診療施設の機能拡充，臓器別診療の実施

及び疾病に特化した診療組織及び部門を開設

する。 

② 医療サービスの向上に関する具体的方策 

（平成１６・１７年度に一部実施，平成１９年度

に年度計画あり） 

 

2) 外来診療体制の多様化を図るとともに，入院

サポート体制を充実する。 

  2)-1 病院機能評価を受審する。 

 
○日本医療機能評価機構による審査（７月 24 日～26 日）を受け，特段の指摘事

項なしに，バージョン５の認証を受けた。 
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2)-2 自動料金精算システムの導入について検討

する。 

○システムの導入に向け検討を重ね，より効率的な運用を図るため，平成 21 年

の医療情報システムの更新時に実施することとした。 

 

2)-3 病室のアメニティ（テレビ付床頭台等）を

充実する。 

○アンケート結果に基づき，平成 18 年度より液晶テレビ・冷蔵庫付きの新仕様

の木製床頭台 600 台を導入し，病室のアメニティを充実させた。 

 

2)-4 病院建物内禁煙を実施するとともに，病院

敷地内禁煙についても検討する。 

○平成18年６月から，医学部及び附属病院敷地を含む重信キャンパス内の全面禁

煙を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)-5 福利厚生を主とした複合施設の設置につい

て検討する。 

○専門部会にて検討した結果，今回の手法（民間資金を活用）による設置は断念

した。 

 

3) 医療，福祉，看護に関する相談業務を充実す

るとともに，退院後の円滑な在宅・転院療養を

支援する。 

 

（平成１７年度に一部実施，平成１９年度に年度

計画あり） 
 

4) 民間輸送会社と連携した患者輸送システムの

整備を推進する。 

（平成１７年度に一部実施，平成１９年度に年度

計画あり） 
 

 

 

5) 地域住民を対象とした健康に関するイベント

を開催する。 

5) 愛媛県内の各種団体と連携し，愛媛県内の各

所で健康講座を開催する。 
○愛媛新聞との共催による第１回「えひめ健康いきいき大学－アンチエイジング

を考える～抗加齢最前線」（参加者 約300人），医療福祉支援センターの主催

による第６回えひめ医療連携セミナー（参加者 約200人），ＮＰＯ法人・えひ

め高齢者ヘルスプロモーション研究会と本院抗加齢センターとの共催による

「健康・いきがいづくりフォーラム2007」（参加者 約500人）を開催した。 

 

③ 安全管理体制の整備に関する具体的方策 

   1) リスクマネージャーによる指導体制を強化す

る。 

③ 安全管理体制の整備に関する具体的方策 

1) 一次救命処置（BLS）講習会を開催する。 

 

 

○医師以外の患者対応職員を対象とするＢＬＳ講習会を計３回開催し，受講者に

修了証を交付した（参加者 24 人)。 

 

2) 問題発生時の患者・家族への支援体制を強化

する。 
（平成１７年度に一部実施，平成１９年度に年度

計画あり） 
 

 

 

④ 経営の効率化に関する具体的方策 

    1) 企画・分析機能を重視した経営体制を構築す

る。 

④ 経営の効率化に関する具体的方策 

（平成１６・１７年度に一部実施，平成１９年度

に年度計画あり） 
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2)-1 ジェネリック薬品の採用を推進する。 

 
○110 品目をジェネリック医薬品に切り替え，経費削減に努めた。 

 

2) 経費削減を徹底するとともに，医療サービス

の充実等により診療収入の増加を図る。 

 2)-2 抗加齢検診を推進する。 ○国立大学において初めて開設した「抗加齢センター」において，抗加齢ドック

ベーシックコース （337件），ショートコース（30件）を実施し，1,570万円の

増収を得た。 

 

3) 臨床試験業務を拡充する。 3) 利益相反委員会を設置する。 ○臨床研究利益相反ポリシー策定ＷＧを４回開催し，大学院医学系研究科及び医

学部等に係る利益相反マネジメントポリシー及び医学部等利益相反専門委員

会規程等を制定した。 

 

⑤ 教育・研修等の質的向上に関する具体的方策 

    1) 医学系・看護学系学生に対する卒前教育を充

実する。 

 

⑤ 教育・研修等の質的向上に関する具体的方策 

1) 5 年次の臨床実習開始前に，preBSL (bed side 

leaning：学生の病院実習)，を実施する。 

 

 

○医学科５年次の臨床実習及び preBSL カリキュラムの改善を図る目的で，担当

臨床科にアンケートを行うとともに，学内の教育改革促進事業（愛大ＧＰ）で

購入した静脈注射シミュレーターを用いた実習を５年次のカリキュラムに組

み込んだ。 

 

2) 他大学等の歯学系・薬学系・医療技術系学生

に対する卒前教育への協力を推進する。 

2) 薬学部学生の実習体制などについて検討す

る。 

 

○学生実習室を確保するとともに新カリキュラムを作成し，実習生に対応した 

（薬学部実習生 15 人）。 

 

3) 医師，歯科医師及びコメディカルに対する卒

後教育を充実する。 

3) 総合医学教育センターと連携し，各研修プロ

グラムの効率的な運用を図る。 

○総合医学教育センターの協力のもと，総合臨床研究センターを中心に，「卒後

臨床研修指導医講習会」及び「研修医情報交換会」（２回）を開催した。 

「総合臨床医コース」（愛媛県へき地医療医師確保奨学生コース）のカリキュ

ラムを作成し，医学科３年生（希望者）と医学科２年生（全員）を対象に募集

説明会を実施した。 

 

⑥ 研究成果の診療への反映及び先端的医療の導

入に関する具体的方策 

   1) 高度先端医療の開発・導入を推進する。 

 

⑥ 研究成果の診療への反映及び先端的医療の導入

に関する具体的方策 

1) 高度先端医療の開発･導入に係る支援経費を

確保する。 

 

 

 

○基準外医療費として総額 55,574 千円を確保し，高度先端医療の開発･導入に対

する支援を行った。 

 

2)-1 愛媛県立中央病院 PET-CT センターとの連携

を強化する。 

 

○ＰＥＴ―ＣＴ検査が必要な本院患者（176 名）を連携病院に紹介した。 

 

2) 地域医療機関と連携し，高度先進医療の共有

化を図る。 

2)-2 本院所属医師が取得している資格などにつ

いて広く情報公開を行うことを検討する。 

○「地域連携だより」（医師の顔写真入りの冊子）を作成し，県下の病院（約 1,300

件）及び関連病院（約 100 件）へ配布した。 
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⑦ 地域貢献に関する具体的方策 

  愛媛県内の各種医療団体との間に「医療連携協

議会」を設置する。 

 

⑦ 地域貢献に関する具体的方策 

地域の医療従事者を対象とした病院見学会（オ

ープンハウス）の実施について検討する。 
 

 

○東温市内及び松山市内の各医療機関の長を対象としてオープンハウスを実施

し，院内見学及び情報交換会を行った。 

 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

① 大学・学部との連携・協力の強化に関する具体

的方策 
1)-1 教育学部及び附属教育実践総合センターと

附属学校が連携して，学校教育に関する実践的

教育に取り組む。 

 

 

 

 

○附属教育実践総合センタ－は愛媛県教育研究協議会と連携協力の覚書を交し，

愛媛県教育委員会，松山市校長会等と連携してシンポジウム「いじめ問題への

対応を考える」を開催した。附属学校園としてそのシンポジウムの運営にかか

わり，シンポジストとして参加した。 

 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

① 大学・学部との連携・協力の強化に関する具体

的方策 

1) 学部及び「附属教育実践総合センター」と連

携しながら，学校教育に関する実践的研究・教

育の充実を図るための組織を設置し，機能させ

る。 

 

 1)-2 農学部と附属農学校で高大連携の在り方を

検討する。 

 

○農学部教員による特別講義及び入学前の指導を実施し，文部科学省「めざせス

ペシャリスト」事業への研究支援を行った。 

 なお，県下の農業高校の生徒を対象とする高大連携教育として，サイエンス・

パートナーシップ・プログラムを活用して先進的な実習・実験を行った。 

 

2) 学部及び「附属教育実践総合センター」と連

携しながら，地域社会における教育の拠点とし

ての役割を果たす。 

 

2) 「附属学校園の在り方に関するＷＧ」の「愛

媛大学の附属学校園の改革に関する検討報告」

に基づき，幼稚園から大学までの一貫教育，大

学附属化などの新しい附属学園像をさらに検

討する。 
 

○「附属学校園の在り方に関するＷＧ」の検討報告に基づき，平成 18 年４月に

「愛媛大学の附属学校園の改革に関する検討委員会」を発足させ，現在までに

延べ 11 回会議を開催し，委員会案を作成した。 

 

 

 

② 学校運営の改善に関する具体的方策 

1) 「学校評価」の制度を確立し，外部評価及び

内部評価の充実を図る。 

 

 

② 学校運営の改善に関する具体的方策 

1) 各学校園において「学校評価」の在り方とそ

の活用について検討を行う。 

 

○各学校園において「学校評価」の在り方の検討を行い，内部評価の項目につい

て見直した。また，外部評価の在り方についても検討し，その実施方法を各学

校園で策定した。 

 

2) 「学校評議員会」の充実を図る。 （平成１６年度に一部実施，平成１９年度に年度

計画あり） 
 

 

 

③ 附属学校の目標を達成するための入学者選抜

の改善に関する具体的方策 

「入試制度検討委員会」を設置し，入試制度の改

善を図る。 

③ 附属学校の目標を達成するための入学者選抜

の改善に関する具体的方策 

「附属学校園の在り方に関するＷＧ」の検討を

踏まえ，入試制度の在り方を「入試制度検討委員

 

 

○「附属学校園の改革に関する検討委員会」の検討経過を踏まえ，幼・小・中・

高・大の一貫教育の在り方について検討した。入学選考については，幼稚園か
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 会」において検討する。 
 

ら小学校への希望者全員の受け入れは，平成 18 年度から実施しているが，そ

れ以降の希望者全員の入学については，連携の強化の方向で検討中である。 

 

④ 公立学校との人事交流に対応した体系的な教

職員研修に関する具体的方策など 

1) 愛媛県教育委員会との人事交流を原則とす

る。 

 

④ 公立学校との人事交流に対応した体系的な教

職員研修に関する具体的方策など 
1) 愛媛県教育委員会と愛媛大学との連携協力の

体制を維持し，円滑な人事交流を図る。 

 

 

 

 

○愛媛県及び各市町の教育委員会と連携して，教員研修，共同研究，教育研究を

行った。人事異動にかかわる具体的な協議を行い，人事交流は円滑に進んでい

る。 

 

2) 公立学校との連携を密にし，愛媛県及び松山

市教育委員会の研修計画に沿って教職員の研

修を実施する。 

 

2) １０年教職経験者研修をはじめ，教職員研修

について，愛媛県教育委員会及び松山市教育委

員会との連携を図る。 
 

○愛媛県及び各市町の教育委員会と連携して，各種の教員研修，教育研究の充実

を図った。また県教育委員会主催の研修，研究会に積極的に参加し，連携・協

力を行った。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための

措置 

（１）全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

① 学長を中心とする機動的・戦略的な大学運営

体制を確立するため，学長補佐体制の機能強化

を図る。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための

措置 

（１）全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

① 学長補佐体制の「学長室」の機能強化を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

○平成 18 年４月に学長室連絡会，部局長懇談会を設置し，学長補佐体制を強化

し経営戦略に対応する体制を整えた。 

②-1 学長直属の「経営政策室」に学外専門家を参

与として委嘱し，大学としての特色の形成，競

争力の強化，経営戦略策定等に取り組む。 

 

○アカデミックアドバイザー制度により，学外専門家を経営政策室参与として委

嘱するとともに，民間企業役員から迎えた社会連携担当理事から意見聴取の機

会を特別に設け，大学としての特色の形成，外部資金獲得の強化などに取り組

んだ。 

 

② 運営機関（役員会，運営協議会）と審議機関

（経営協議会，教育研究評議会及び全学委員

会）の権限と責任の所在を検討し，機能の効率

化を図る。 

②-2 意志決定と執行の迅速化・効率化を図るた

め，運営機関の再編整備による役員会の機能・

権限の強化を図るとともに，審議機関を効率的

に運営する。 
 

○平成 18 年４月に教育研究評議会と重複する運営協議会を廃止し効率化を図る

とともに，教育・学生支援機構に加え，社会連携推進機構，先端研究推進機構

の３つの機構を設置し，効率的，戦略的な体制を整備した。 

（２）運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体

的方策 

委員会組織を機動性の観点から見直すととも

（２）運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体

的方策 
  運営組織としての役員会の機能・権限の強化を

 

 

○理事，副学長，学長特別補佐の職務分担を明確にし，大学構成員に周知すると
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に，委員会運営の抜本的な合理化・効率化を進め

る。 

図るとともに，運営体制をさらに充実させる。 
 

ともに，理事等と事務とのラインを明確にした。 

 

 

（３）学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等

運営に関する具体的方策 

学部長を中心とする機動的・戦略的な学部運営

体制を確立するため，学部長補佐体制の整備と教

授会代議機能の充実を図る。 

 

（３）学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等

運営に関する具体的方策 

  全学的に設置した学部長補佐体制の実質化を

図る。 
 

○各学部において学部長を補佐する組織（学部連絡協議会，経営企画会議，学部

長補佐室等）を置き，副学部長，学部長補佐との連携のもとに学部長を中心と

する運営体制を強化した。 

（４）教員・事務職員等による一体的な運営に関する

具体的方策 

① 運営支援体制を強化するため，有能な教職員

の企画立案部門等への登用を推進する。 

 

（４）教員・事務職員等による一体的な運営に関する

具体的方策 
① 運営支援体制を強化するため，有能な教職員

を企画立案部門等へ登用する。 

 

 

 

○企画担当の学長特別補佐及び教育学生支援機構に教育企画担当教員を配置し

たほか，さらに，経営情報分析室には専任教員を配置した。また，教育学生支

援部教育企画職員を増員し教育企画体制を強化した。 

 

② 学長が学生を含む大学構成員からの声を聴取

するシステムを確立する。 

 

② 学長への意見箱「くるま座 e-ねっと」を適正

に運用し，大学運営に反映する。 
 

○ＷＥＢ上の「くるま座ｅ－ねっと」の意見配信先に，広報担当副学長，総務課

長（危機管理室長），人事課長を加え，学長からの指示に対し，迅速かつ的確

な対応ができる体制を整え，駐輪場整備，植栽計画等にその意見を反映させた。 

 

（５）全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関す

る具体的方策 
① 学長裁量経費による「教育改革促進事業」を発足

させ，教育コーディネーターを中心とする教育改革・

教育改善のための取組を重点的に支援する。 

 

 

○「教育改革促進事業（愛大ＧＰ）」を設け，学内の優れた教育改革活動に対し

て，教育経費の重点配分（10 件，配分額 2,500 万円）を行った。年度末には

教育改革シンポジウムを開催し，ポスタ－セッションや討論会によってその成

果を公表した。 

 

（５）全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関す

る具体的方策 

学内の特色ある優れた教育研究プロジェクト

及び先端的研究基盤の整備に資源を重点的に配

分する。 

② 研究拠点の形成及びそれに結びつく萌芽的研究の重点

的育成を推進するため，研究開発支援経費により戦

略的な学内資源配分を実施する。 

○研究開発支援経費の研究種目のうち，プロジェクト研究を支援する「ＣＯＥ育

成支援研究」に対し５件（配分額 3,500 万円），独創的な発想，意外性のある

着想に基づく若手研究者の研究を支援する「萌芽的研究」に対し 29 件（配分

額 4,100 万円）を採択した。 

 

（６）学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方

策 

選考システムを整備し，学外の有識者・専門職

業人等の登用を積極的に進める。 

（６）学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方

策 
   客員教授，アカデミックアドバイザー等の制度

を活用して，学外の人材を積極的に受け入れる。 

 

 

○農学部，社会連携推進機構などにおいて，客員教授，アカデミックアドバイザ

ー等の制度を活用して，学外専門家を積極的に受け入れた（受入数 15 人）。 
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（７）内部監査機能の充実に関する具体的方策 

内部監査体制の見直しを図り，内部監査機能の

充実に努める。 

 

（７）内部監査機能の充実に関する具体的方策 

   内部監査システムに基づき，監査室が実施した

内部監査並びに監事及び監査法人との連携につ

いて評価・検証し，監査の実施方法等の改善を行

うとともに，内部監査機能の充実を図る。 
 

 

○平成 17 年度内部監査について評価・検証を行い，平成 18 年度は新たに内部監

査マニュアル，監査チェックリストを作成するとともに，年度計画の一部を監

事との共同監査とするなど実施方法における改善を行った。監事，監査法人の

監査結果等に係る意見交換会を年４回実施し，内部監査機能の充実を図った。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成する

ための措置 

（１）教育研究組織の編成・見直しのシステムに関す

る具体的方策 

公正で透明性のある評価に基づき，中長期的な

見通しに立って教育研究組織の見直しを行う。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成する

ための措置 

（１）教育研究組織の編成・見直しのシステムに関す

る具体的方策 

自己点検・評価に基づき，教育研究組織の見直

しを行う。 
 

 

 

 

 

○教育研究組織の自己点検・評価に基づき，研究センター等を統括して研究を推

進するため「先端研究推進機構」を設置した。さらに，教育・学生支援機構の

下に「教育企画室」を設置し，また，国際交流・留学生支援を強化するために

留学生センターを廃止し「国際交流センター」を設置した。 

 

（２）教育研究組織の見直しの方向性 など 

① 活力ある教育研究体制を創出するために，有

能な人材の確保に努め，弾力的な役割分担等に

よって人材の活用を図る。 

 

（２）教育研究組織の見直しの方向性 など 
① 教育重点型教員である教育コーディネーター

を全学的に配置する。 
 

 

○教育改革を主導する教員として 55 人の教育コーディネーターを全学に配置す

るとともに，優れた教育改革に対する取組を支援するために学長裁量経費によ

り教育改革促進事業（愛大ＧＰ）（初年度予算 2,500 万円）を創設した。また，

第１回全体会議を合宿形式で開催し，教育コーディネーターの役割について認

識を深めるとともに，今後の大学教育の在り方を議論した。 

 

② 各組織及び構成員の教育研究，社会連携，管

理運営等の活動に関して，主体的に点検・評価

を行うとともに，他者からの評価を積極的に求

め，改善に資する。 

② 「自己点検評価室」が「経営情報分析室」及

び監事の業務監査と連携し，自己点検評価を実

施するとともに「大学機関別認証評価」の受審

準備を行う。 

 

○自己点検評価室は，経営情報分析室及び監事の業務監査と連携し，自己点検評

価活動を推進するとともに，各部局の点検評価に基づき平成 19 年度に受審す

る大学機関別認証評価の自己評価書を作成した。 

③ 先端的研究科の部局化及び専門職大学院の開

設に取り組む。 

 

③ 医学系研究科及び理工学研究科を平成１８年

度に部局化するとともに，教員養成の専門職大

学院開設に向けた検討を開始する。 

○先進的・学際的な大学院の教育研究を充実させるため，医学系研究科及び理工

学研究科の教員を大学院所属とし，併せて専攻構成の見直しを実施した。また，

教育学部では専門委員会を設置し，教員養成の専門職大学院開設に向けた検討

を開始した。 

 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成する

ための措置 

（１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成する

ための措置 

（１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的
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方策 

① 教員の教育，研究，管理運営，社会貢献等の

活動に関して「教員の総合的業績評価」を行い，

評価結果を人事考査に反映させる制度を導入

する。 

 

方策 

① 「教員の総合的業績評価」を行い，評価結果

を人事考課に反映させる制度を導入する。 

 
 

 

○部局個人評価の評価結果を人事考課に反映させるために検討を行い，「教員の

総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」を作成し，全学的な合意を

得て平成 19 年度に実施する部局個人評価の評価結果を給与へ反映させること

とした。 

  ② 事務職員等の適正な処遇及び長期的な育成を図

るため，明確な評価基準，評価結果のフィード

バック方法を確立して人事評価システムを充

実させる。 

② 事務系職員等の人事評価について検討を行

い，「人事評価マニュアル(試行版)」を作成す

る。 
 

○「試行要領」及び「人事評価マニュアル(評価者・調整者用)，(被評価者用)」

を作成し，全学説明会と評価者研修を開催し，全事務系職員を対象に試行を実

施した。また，試行終了後は，その結果を検証し，評価方法，マニュアル，要

領等の修正を行い，平成19年度から第２次試行を実施することとした。 

 

（２）柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方

策 

① 兼業に関するガイドライン等の整備により規

制の緩和を図る。 

（２）柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方

策 

（平成１７年度に実施済みのため，平成１８年度

は年度計画なし） 

 

 

  ② 全学的な計画による組織の新設・改編に対し

ては，定員の供出を含め全学が協力する。 

 

②，③ 総人件費削減計画に基づき，５年間を見

通した教職員の定員削減計画を策定し実施す

る。 
 

○財務担当理事の下で，各学部で作成した５年間の人件費削減計画を検証した上

で，平成 18 年度の教職員定員削減を実施した。また，防災情報研究センター

教授など，学長裁量定員の機動的運用を図った。 

 

③ 教員人事を点検評価し，定員の管理，定員移動

等の審査及び教員人事の適正化を図る。 

 

  

（３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に

関する具体的方策 

教員人事は公募制を原則とし，任期付きポスト

を導入して，教員の流動化と教育研究の活性化を

図る。 

 

（３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に

関する具体的方策 
「愛媛大学教員選考に関する規程」を制定し，

任期制・公募制に対する本学の基本姿勢を明確に

する。 
 

 

 

○「愛媛大学教員選考に関する規程」を制定し，任期制・公募制に対する本学の

基本姿勢を明確にするとともに，人材育成専門委員会で検討した結果，平成

19 年度以降採用の助教には原則として全員に任期制を導入することとなっ

た。 

 

（４）外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体

的方策 

外国人・女性等の教員採用に当たっては人事運

営上の配慮，勤務・生活上の条件整備に努める。

 

（４）外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体

的方策 

雇用環境の整備を図り，女性教員等の採用を促

進するため，重信事業場で計画されている学内託

児施設の設置について，２１世紀職業財団への助

 

 

○(財)21世紀職業財団から助成金を受け，附属病院における院内保育施設（あい

あいキッズ）を建設し，平成19年３月に保育所の開所式を行った。 
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成金の申請手続及び関係機関との連絡調整等を

行う。 

 

 

（５）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具

体的方策 

①～⑤ 職員の人事に関する基本方針の策定に向

けて検討する。 

 

 

 

○９月に設置した「事務系職員の能力開発・育成に関するＷＧ」と人事課におい

て，職員の採用・育成等に関する「職員人事・人材育成ビジョン」を検討した。 

 

（５）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具

体的方策 

① 高度な専門知識を必要とする職種の職員の民

間登用を推進する。 

 

 
 

①，⑤ 職員採用においては，新卒者以外にも，

民間企業経験者の採用を推進するとともに，他

の国立大学法人等との人事交流を引き続き行

う。 
 

 

○総合情報メディアセンター，総合科学研究支援センター，施設基盤部の技術職

員として民間企業経験者を４人採用した。 

  また，人事交流については，文部科学省に２人，他大学，高専，独立行政法人

等の８機関に 23 人を派遣し，新規３機関を含む５機関から６人，地方公共団

体から２人（研究協力部門）を受け入れた。 

 

② 若い職員を長期的展望に立って育成するため

に，人事ローテーションによる人材開発手法を

導入する。 

 

  

③ 職員の専門的能力，資質向上のための研修制

度を整備するとともに，ＯＪＴ，上司の考課に

より職員の育成を図る。 

 

③ 職員の研修において，ＩＴ関係等のメニュー

の充実を図るとともに，専門的能力，資質向上

のためのＳＤ研修を充実させる。 
 

○従来の研修に加え，スキルアップ研修(英語研修，技術職員研修)，ＩＴ研修「情

報リテラシＡ（共通スキルの習得）・情報リテラシＢ（データ解析・活用）」

及びＳＤ研修（プレゼンテーション研修，リーダーシップ研修）を取り入れ充

実を図った。 

 

④ 研究支援に携わる専門的職員を養成する。 

 

  

⑤ 民間を含む他機関との人事交流等を推進す

る。 

 

  

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成する

ための措置      

（１）事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的

方策 

① 事務，事業，組織等の見直し，外部委託の推

進により，事務等の効率化，合理化を図る。 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成する

ための措置      

（１）事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的

方策 

① 教学と経営を統合した法人本部体制の整備を

進めるとともに「事務系業務の改善・合理化推

進に関するプロジェクト」の結果に基づき，事

 

 

 

 

○「事務系業務の改善・合理化推進に関するプロジェクト」の結果に基づき改善・合理化

を促進するとともに，事務組織体制の見直しについて検討を行い，平成19年度から，再雇

用職員で組織する「業務支援室」を設置し，また，事務系組織の統合など，合理化を図ることと
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 務系業務の改善及び合理化を図る。 
 

した。 

 

② 職員採用試験や職員研修を複数の大学が共同

で実施するための協議会を設置する。 

 

（平成１６・１７年度に一部実施，平成１９年度

に年度計画あり） 
 

③ 事務電算化処理システム等の充実を図る。 

 
③ 業務・システム等に係る監査の実施，刷新可

能性調査の実施，最適化計画の策定と実施を行

う。 

 

○総合情報メディアセンターに事務系サーバを集約して，効率的な運用環境を構

築するとともに，業務・システム等に係る監査のためにＩＴ資産管理システム

を構築し，業務・システム最適化計画の策定を開始した。 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するために

とるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する

目標を達成するための措置 

（１）科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外

部資金増加に関する具体的方策 

  ① 科学研究費補助金等の外部資金への応募件数

を増加させる。 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するために

とるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する

目標を達成するための措置 

（１）科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外

部資金増加に関する具体的方策 

① 研究者に対し複数の申請を奨励し，申請率を

増加させるため，科学研究費補助金等に関する

説明会を充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

○「学術研究委員会」の下に，科学研究費をはじめとする外部資金の獲得拡大の

ための諸方策を検討する「研究推進専門委員会」を設置した。各学部に学術研

究委員会を設け，科研費申請件数の増加及び採択率増加を目指したブラッシュ

アップに全学的に取り組んだ（申請件数：741 件→758 件，新規採択率：18.2％

→20.9％）。 

 また，本学独自の作成の手引きを用いて，科学研究費補助金に関する説明会を

開催し，研究計画調書の作成方法とともに，研究者倫理，不正経理についての

説明を行った（２キャンパス実施：参加者 276 人）。 

 

②-1 外部の競争的資金に関して，公募等の情報

を各研究者に周知するとともに，プロジェクト

が可能な研究を調査研究し，応募を積極的に奨

励する。 

 

○外部の競争的資金の獲得拡大に向けて，公募等の情報を全研究者にメール配信

し，また，ホームページに掲載して応募を奨励した。金額が500万円を超えるも

のについては，研究推進専門委員会が適任者を推薦し，あるいは研究者本人に

応募を促す等の方策を講じた。 

 

② 全学的に産学官の連携を一層強化し，受託研

究，奨学寄附金等の増加に努める。 

 

 

②-2 「社会連携推進機構」の機能や愛媛県等と

の協力関係を生かして，産業界，官界からの大

学に対する要望を把握し，受託研究等の外部資

金の増加に努める。 

 

○愛媛県との連携推進会議を開催するとともに，産業界からのニーズ把握のた

め，地元金融機関（２銀行）との協定を締結した。 

受託研究（307,741千円→353,109千円），寄附金（884,766千円→914,262千円）

とも増加となった。 

（２）収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 な （２）収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 な  
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ど 

① 施設の有効利用などにより収入増に努める。 

 

ど 

① 施設の有効利用などによる増収策を検討す

る。 

 

○学外利用者に対する貸付料の算定基準を見直し，貸付対象範囲の拡大策につい

ては引き続き検討した。 

 

② 学内の人的・物的・知的資源を有効に活用す

る。 

 

② 共同研究，受託研究に対する間接経費制度に

基づき，資金の有効利用を図る。 
 

○共同研究及び受託研究の間接経費の一部を特許出願等経費に使用し，特許出願

に伴う外部資金の増加に努めた。 

 

③ 附属病院の業務・経営の効率化を図り，収入

増に努める。 

 

③ 外部から経営アドバイザー等の経営の専門家

を招聘し，収入増の施策を検討する。 
 

○平成 17 年度における外部経営コンサルタントによる経営分析に基づき，重点

項目設定による各種指導料の算定，リハビリテーションの生産性などの取り組

みを施設面も含め検討した。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）管理的経費の抑制に関する具体的方策 など 

① 組織の見直し・再編によって事務の効率化を

図る。 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）管理的経費の抑制に関する具体的方策 など 

（平成１６・１７年度に一部実施，平成１９年度

に年度計画あり） 
 

 

② ペーパーレス化，廃棄物減量化及びリサイク

ルを推進する。 

 

 

② ペーパーレス化，廃棄物の減量化及びリサイ

クルを推進する。 
 

○両面コピー等の推進，教育用プリンターの有料化及び会議資料の減量化等によ

ってＰＰＣ用紙を対前年度６％節減した。また，一部外注化することでゴミ分

別を徹底し，従来は廃棄物で処理されていた紙類もリサイクル資源化した。 

 

③ 省資源，省エネルギーを目指すとともに，職

員・学生一人ひとりのコスト意識の啓発を図

る。 

③ 節エネルギーに関する大学構成員の意識を高

めるとともに，光熱水量の使用状況を周知し節

エネルギーの推進を図る。 
 

○冷暖房機の集中管理，夏季一斉休暇等により節エネルギーの意識を高めた。ま

た，老朽化したエアコンを３ケ年計画で更新するための対策費（平成 19 年度

分 2,000 万円）を措置することとした。 

 

（２）人件費に関する具体的方策 
総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年

度までに概ね４％の人件費の削減を図る。 

 

（２）人件費に関する具体的方策 
教職員の定員削減計画に基づき，概ね１％の人

件費の削減を図る。 
 

 

○平成 21 年度までの具体的な教職員の人件費削減計画を策定した。今年度につ

いては対前年度１％以上の人件費の削減を実施した（削減額 2.8 億円，削減率

２％）。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成する

ための措置 

（１）資産の効率的・効果的運用を図るための具体的

方策など 

資産管理に関する全学的な体制を整備し，運用管

理計画に基づいた効果的運用を計画的に推進する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成する

ための措置 

（１）資産の効率的・効果的運用を図るための具体的

方策など 

資金管理計画に基づく余裕資金（寄附金の残

額）を，資金運用計画に基づき有効に運用する。 

 

 

 

 

○資金運用計画に基づき１～５年までの債券（地方債）を４億円購入し，平成

18 年度は預金運用等も含めて運用益約 1,600 万円を得た。 
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Ⅳ 社会への説明責任に関する目標を達成するため

にとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

（１）自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

全学的に大学情報データベースを構築し，目標

計画の立案・策定，業務の実施，成果の評価等の

一連のプロセスのなかでそれらを活用するシス

テムを確立する。 

 

Ⅳ 社会への説明責任に関する目標を達成するため

にとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

（１）自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

「財務分析室」と「経営情報分析室」において検

討した財務関係データを蓄積する。 
 

 

 

 

 

○財務分析室と経営情報分析室において検討した財務関係データを蓄積すると

ともに，平成 17 年度の財務分析を行った。 

（２）評価結果を大学運営の改善に活用するための具

体的方策 など 

① 評価結果を各部局の組織的取組みや教職員

個々の諸活動の改善にフィードバックするシ

ステムを確立し，学長は当該部局等に対し，改

善事項を提示し，必要な取組み等を促す。 

 

（２）評価結果を大学運営の改善に活用するための具

体的方策 など 

① 「自己点検評価室」による部局自己点検評価

表の分析結果に基づき，各部局等において改善

を行う。 

 

 

○各部局は，自己点検評価室で実施した認証評価の評価基準に沿った部局自己点

検評価の分析結果に基づき，大学院シラバスの整備，大学院教育目的の明確化

などの改善を行った。 

② 大学をめぐる長期的動向と短期的変動を予測

して取り組む創造的プラニングと経営戦略の

検証に評価結果を活用するための，学長直属の

タスクフォースを置く。 

 

（平成１６・１７年度に一部実施，平成１９年度

に年度計画あり） 
 

③ 教職員の諸活動に対して評価に基づくインセ

ンティブを付与し，活動の質的向上と活性化を

図る。 

③ 「教員の総合的業績評価」に基づく教員の処

遇及びインセンティブの在り方について全学

的な合意形成を行う。 

 

○教員の役割分担制と処遇とを総合的に検討するＷＧの報告書に基づき，教員の

総合的業績評価の給与への反映について，具体的に検討し「教員の総合的業績

評価に基づく教員の処遇のための指針」について全学的な合意形成を行った。 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するため

の措置 

（１）大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関す

る具体的方策 など 

① 大学の基本的指標，各種データ・資料等につ

いて，「情報公開室」を窓口として，学外から

のアクセスに即応する体制を整備する。 

 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するため

の措置 
（１） 大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関

する具体的方策 など 

① 全学情報セキュリティポリシー実施手順の策

定と運用を行うとともに，大学内ネットワーク

の一元管理によるセキュリティ対策，ウィルス

対策を効果的に行う。 
 

 

 

 

 

○セキュリティポリシーの「政府機関統一基準」に対応した見直しを行うととも

に，全学共通実施手順を作成し，ネットワークの一元管理に向けた運用体制を

整備した。 

ネットワークの利用形態別ゾーン運用を開始し，計画的な移行を行い，セキュ

リティ対策・ウィルス対策を効果的に実施した。 
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②-1 ホームページのトップコンテンツの充実，ス

ピードある情報の提供及び各学部レベルのホ

ームページの充実を図る。 

 

○新しいコンテンツとして，在学生保護者向けのコラム，学生活動の紹介，南予

地域活性化総合セミナーのページを開設するとともに，環境報告書などを新規

に法人情報に掲載し，ホームページの充実を図った（ホームページのビジター

数 197 万件）。 

 また，学部レベルのホームページでは，大学本部，総合情報メディアセンター，

国際交流センター，教育企画室のホームページを新規に開設するなど，積極的

に情報発信を行った。 

 

②-2 研究紹介に重点をおいた広報誌の作成を検

討する。 

 

○研究紹介の広報誌として「愛媛大学の特色ある研究」47件を含んだＣＤを作成

し，企業などに配布した。新たに広報ラジオ番組（教員の研究内容などを放送）

の開始，一般向け広報誌Lineにより教員の研究を紹介するなど，大学教員にお

ける研究内容の情報発信を積極的に行った。 

 

②-3 メディア・ミックスの充実を図る。 

 

 

○広報ラジオ番組によるイベント情報などの発信や報道機関への積極的な情報

提供により，新聞に掲載された愛媛大学関連記事件数は前年度を 31％超えた

（1,153 件→1,519 件）。また，進学雑誌やインターネット（携帯サイト）で大

学の情報を発信するなど，新聞，テレビ，ラジオ，雑誌，インターネットなど

を複合利用して広報の充実に努めた。 

 

② ホームページ，広報誌等学外向け各種媒体を

一層充実させ，大学情報を広く提供する。 

 

②-4 愛媛大学紹介ＤＶＤの内容に関して，さら

なる充実を図る。 
 

○前年度のアンケート調査を踏まえてＤＶＤの内容改善を行い４月に発行し，県

内の各高校及び中四国の高校に配布した。今年度のＤＶＤの内容について，６

月に本学教職員，11月に高校生へのアンケート調査を行い，その結果を分析し

た。新たに理・工・農学部が学部紹介ＤＶＤを製作し配布した。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するため

の措置 

（１）施設等の整備に関する具体的方策 

①-1 グランドデザインに基づき教育研究環境の

改善を図る。 

 

 

 

 

 

○施設整備，キャンパス環境整備等を総合的に検討し，ハザード対応改善計画，

建築基準法対応改善計画，キャンパスライフ支援施設の改善計画及び構内トイ

レ改修年次計画に沿って，屋上防水，基幹設備，外構及び城北第１・２体育館，

大学会館，山越屋外運動場附属施設の教育研究改善整備を実施した。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するため

の措置 

（１）施設等の整備に関する具体的方策 

① 施設マネジメント手法を導入した施設整備を

推進する。 

 
 
 
 

①-2 次期「国立大学等施設緊急整備５か年計画

（仮称）」の推進に努める。 

○平成 17 年度当初予算・補正予算，平成 18 年度当初予算の施設整備事業及び営

繕事業を計画通り実施し完了した。 
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①-3 御幸寮の敷地に，留学生混住による新学生

宿舎の建設を検討する。 

 

○「施設マネジメント委員会学生宿舎整備専門部会」を新たに設置し，学生宿舎

整備の基本方針を検討するとともに，学生の意向を調査するための新入生アン

ケートを行った。 

 

 
 
 

①-4 「キャンパス事務センター（仮称）設置検

討専門委員会」において，城北地区に教育学生

支援に係るワンストップサービスを実現する

事務センターの設立を検討する。 

○「施設マネジメント委員会総合学生サービスセンター（仮称）・図書館整備専

門部会」を新たに設置し，城北地区の教務関係業務を図書館棟１階に集中する

計画を策定し，平成 20 年５月の完成を目指している。 

 

 

②-1 エネルギー管理標準（17 年４月制定）に基

づき，省エネルギー活動を効果的に推進すると

ともに，施設計画において環境負荷の低減及び

省エネルギー対策に努める。 

 

○エネルギー管理標準に基づき、省エネルギー指導員を中心に空気調和機の効率

的な使用、昼休み時の消灯など、省エネルギー対策に努めるとともに全学説明

会を開催し，省エネルギーに関する啓蒙活動を行った 

Ｈｆ型照明器具、トップランナー機種の変圧器、全熱交換型換気扇、氷蓄熱式 

空調機等の省エネ機器を採用した施設整備を実施した。 

 

② 職員・学生の意識啓発と一体的に，エコキャ

ンパス作りを推進する。 

 

 

②-2 環境配慮促進法に基づく環境報告書を作成

する。 
○「環境マネジメント専門部会」において，環境報告書を作成しホームページで

公表した。 

 

③ 同窓会等からの支援（寄附）による施設整備

を検討する。 

（平成１７年度に寄附受け実施） 
 

 

（２）施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的

方策など 

既存施設の点検・評価を行い既存施設の有効活

用を図る。 

 

（２）施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的

方策など 

① 既存施設・キャンパス環境に関する課題を明

確にし，施設水準の設定及び整備方針の策定に

努め，計画的に改善整備を実施する。 

 

 

○既存施設・環境の現状を把握し，ハザードマップに従って再検証を行い，改善

計画の見直しを実施した。改善計画に基づき，屋上防水，基幹設備及び外構の

改善整備を実施した。 

 

 ② 定期点検報告書（建築基準法 12 条）に基づき

作成した改善計画案により，計画的に改善整備

を実施する。 

 

○改善計画に基づき，各団地（城北，持田，樽味，重信，北条，大井野）の該当

施設の改善整備を実施した。また，建築基準法12条に基づく第２種建物の定期

点検・調査を４団地において行い，特殊建築物定期調査報告書を作成した。 

 ③ キャンパスライフ支援施設（課外活動施設，

屋外体育施設，寄宿舎，屋外環境等）について，

現状調査に基づく改善計画案を作成するとと

もに，計画的に改善整備を実施する。 

 

○計画的に改善整備を実施するため，キャンパスライフ支援施設の現状把握と検

証を行い，改善計画に基づき城北第１体育館の全面改修，城北第２体育館のト

イレ・更衣室・シャワー室の改修，大学会館の空調設備の改修及び山越屋外運

動場附属施設のトイレ改修を実施した。 
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 ④ 構内トイレの環境改善を目指し，年次計画に

基づく施設整備を推進する。 
 

○改修年次計画に基づき，城北第１・２体育館，附属小・中学校体育館及び山越

屋外運動場附属施設のトイレ改修整備を実施した。 

 

２ 職場環境・修学環境に関する目標を達成するため

の措置 

（１）労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防

止に関する具体的方策 

① 労働安全衛生法等の法令に基づく安全管理に

関する資格保有者を計画的に確保する。 

 

２ 職場環境・修学環境に関する目標を達成するため

の措置 

（１）労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防

止に関する具体的方策 

① 作業環境測定士等の有資格者の育成計画に基

づき，講習会等へ参加する。 
 

 

 

 

 

○安全衛生管理に関する有資格者育成計画に基づき，第一種衛生管理者セミナー

を行い，資格試験により新たに 35 名の有資格者を養成し，全学の有資格者を

136 名確保した。 

 また，中央労働災害防止協会が行う講習会に４名参加させるとともに，外部講

師による安全衛生セミナーを実施した。（参加者 129 人） 

 

② 安全衛生教育の充実を図り，個々人の安全に

対する意識を啓発する。 

 

 

② 採用時及び就業時に安全衛生に関する特別教

育を実施するとともに，職員への安全衛生教育

及び啓蒙活動を定期的に実施する。 
 

○安全衛生教育（採用時等）を実施し，５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・習慣化）

活動の励行をＷＥＢ掲示板等により呼びかけた。また，広く教職員へ向けた情

報共有のために安全衛生管理室のＨＰを開設した。 

 

③ 機械・器具・危険物・有害物質等の厳正な保

守管理の徹底及び規制対象作業場の改善など

快適な作業環境の整備に努める。 

 

③ 各研究室等を定期点検し，安全な作業環境確

保の推進に努める。 
 

○安全衛生関係者による定期的な職場巡視を行い，，特定作業場については作業

環境測定を実施した。また，全国労働衛生週間に安全衛生管理責任者（部局等

の長）が学内を点検し，緊急性・危険性が高い箇所は，改善した。 

 

④ 安全衛生に関する組織を設け，教育・研究活

動の安全対策を講じるとともに，設備，化学

物質等の一元的管理体制を整える。 

④-1 安全衛生委員会等の安全衛生管理体制のも

と，快適な教育研究環境の確保に向けた強固な

基盤作りを行う。 

 

○安全衛生委員会を再編し、安全衛生関係者との連携強化を図り、安全衛生管理

体制を強化した。 

 

 ④-2 化学物質管理システムを実用的に運用し，

化学物質の一元的管理を強化する。 

 

○化学物質を適正管理するために，｢国立大学法人愛媛大学化学物質管理指針｣

｢国立大学法人愛媛大学化学物質管理規程｣｢愛媛大学化学物質管理の手引き｣

を整備した。 

 

（２）人権侵害の防止策 

「愛媛大学におけるセクシュアル・ハラスメン

ト等の人権侵害の防止等に関する指針」に基づ

き，教職員の人権侵害の防止に努めるとともに，

人権侵害が発生した場合は迅速かつ厳正に対処

する。 

（２）人権侵害の防止策 

① 教職員の人権侵害の防止に努めるとともに，

人権侵害が発生した場合は，迅速かつ厳正に対

処する。 

 

 

○人権侵害の防止と人権問題発生の際の迅速な対応のため，人権問題対策委員会

委員を増員し，全学的体制を強化するとともに，人権問題調停委員会を新たに

設置した。また，ＮＰＯ法人ＮＡＡＨが主催する「ハラスメント相談員インタ

ーンシップ」に相談員を派遣し，スキルの向上を図った。 
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② 教職員・学生対象に人権侵害（アカデミック・

ハラスメント）の防止に関する研修会を開催す

る。 

 

○全学の教職員・学生を対象に，ＮＰＯ法人ＮＡＡＨ代表理事を招きアカデミッ

ク・ハラスメントの防止研修会（参加者 120 人）を開催したほか，各学部にお

いてもキャンパス・ハラスメントの防止策と救済策等についての研修会（参加

者 529 人）を開催した。 

 

 

 

③ 人権問題に関するアンケート調査結果を公表

するとともに，改善策を検討する。 
 

○アンケート調査を「第２回セクシュアル・ハラスメント等人権問題に関する調

査報告書」として公表し，改善策を人権問題対策委員会において検討し，外部

専門家を加えて相談しやすい体制を整えた。 

 また，「人権侵害防止パンフレット」及び「相談窓口案内カード」を作成し，

全学生・教職員に配布した。 

 

（３）学生等の安全確保等に関する具体的方策など    

① 実験・実習等授業及び課外活動での安全教育

を徹底する。 

 

 

（３）学生等の安全確保等に関する具体的方策など 
①-1 総合健康センターが中心となり，実験・実

習等授業及び課外活動での安全教育を徹底す

る。 

 

 

 

○教職員，サークル活動学生を対象に合計６回救命救急講習会を開催した。放射

線・有機溶剤・特定化学物質取扱学生の特別健診に関しては，問診票等の改良

により，学生本人への結果通知・呼び出し・相談の実施だけでなく，指導教員

へも結果を伝えられるシステムを構築した。 

 

 ①-2 危機管理セミナーを開催するとともに，危機

管理マニュアルに基づき各対応マニュアルを

検討する。 

 

○各部局における危機管理に係るマニュアル等の作成状況について調査を行い，

本学危機管理マニュアルに基づき各リスクに関するマニュアル作成について

の検討を行った。また，学内において管理職員を対象とする危機管理セミナー

を開催するなど，危機管理に関する啓発活動を実施した（参加者 70 人）。 

 

② 精神衛生，生活習慣病等に関する健康教育を

充実する。 

 

② 教養コア科目「こころと健康」を選択必修科

目として開設するとともに，入学時歓迎行事と

導入教育における啓発活動を効果的に展開す

る。 

 

○教養コア科目「こころと健康」（18 クラス）を選択必修科目として実施した。

また，入学時の「学生生活オリエンテーション」において，精神衛生，生活習

慣病に関する啓発を行った。 

③ 講義棟，学生寮等での防火・防災・避難訓練

を実施する。 

③ 講義棟，学生寮等での防火・防災・避難訓練

を実施する。 

 

○各学部，学生寮で防火，防災，避難訓練を実施するとともに，平成19年３月に

は救急救命訓練を実施した。 

④ 実験・実習施設，課外活動施設等の点検・整

備を徹底する。 

 

④ 実験・実習施設，課外活動施設等の点検・整

備を徹底する。 
 

○定期的に安全衛生管理者による巡視・点検活動を実施し，施設の危険箇所を把

握するとともに，緊急時における講義棟からの避難のために外付け非常階段を

設置する等，改善を図った。 

 

（４）附属学校の安全管理体制に関する具体的方策 （４）附属学校の安全管理体制に関する具体的方策  
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① 学校ごとに学校安全委員会を設置し，教職員

に対する安全管理研修を充実する。 

 

② 教科指導や特別活動等の年間計画に沿い，安

全教育の充実に努める。 

 

③ 日常の安全点検を充実させ，校内の安全管理

に努める。 

 

①，②，③ 学校安全委員会を中心に，日常の安

全点検の在り方について検討するとともに，安

全の向上を図る。 

 

 

 

○学校安全委員会において，安全点検項目の見直しを行った。 

その点検結果に基づき、教職員に対する安全管理研修，生徒に対する安全教育

の充実に努めるとともに，日常的に修理・改善を行った。 

 

 

 

 

④ 幼児・児童・生徒の安全確保等のため，関係

機関や地域・保護者との連携体制を強化する。

 

④ 警察や消防署との連携による避難訓練の充実

を図るとともに，保護者や地域と連携した幼

児・児童・生徒の安全管理を推進する。     

○各学校園で，警察・消防署・地域・保護者との連携を進め，火災，地震，不審

者の避難訓練を，子どもの実情に応じて行った。不審者対策の避難訓練におい

ては，警察（松山東署）と連携し，実際に不審者が侵入した想定で避難訓練を

実施した。 

 

 
 


